
事務 ト

(

正規職員 0.00 0.

1

00 0.00 0.00

)

1.67 2.04 1.

事

53 0.00 1.53

業

0.00

（人） 正規職

経

員以外 0.00 0.0

費

0 0.00 0.00 0

○

.95 0.96 0.9

管

6 0.00 0.96 0

理

.00

主な予算内訳
樹

経

木等処分委託料10,

費

722千円、自動車運

[

転委託料5,652千

長

円　等

期総合

３　目標及び実績
指標

計

名 単位 令和04年度 令

画

和05年度 令和06年

]

度 令和07年度 令和0

そ

8年度

活
動
指
標

菜園貸

の

出件数
件

目標値 39 3

他

9 39

実績値 13

達成

分

度(%) % % 33.3

野

% % %

目標値

実績値

達

別

成度(%)

成
果
指
標

菜

目

園利用料収入
円

目標値

標

336 336 336

実

４

績値 112

達成度(%

誰

) % % 33.3% % %

も

目標値

実績値

達成度(

が

%)

安心して住み続けられる持続可能なまち
事業区分(2)

自治事務 ○ 法定受託事務

その他

政　策 ３
豊かな暮らしを支える住環境の整備 会計 一般会計

款 土木

事

費

施　策 １
居住環境の整備 会計・ 項 住宅費

予算区分 目 住宅管理費

取組方針 １
良好な居住環境の確保 大事業 住宅管理事業

中事業 スカイタウンつつじが丘管理事業

事業種別 継続 関連個別計画

事業年度 無し ～ 無し 担当課・担当課長

業

・Tel 住宅政策課 片山　顕彦 435-1099

事業実施の根拠法令 関連課

１　事業内容
（「誰・何」をどういう状態にするための事業か） 全体事業概要

事
業
目
的

スカイタウンつつじが丘

チ

において、良好な住環境を確保することを目 スカイタウンつつじが丘の維持管理等を行い、良好な住環境を確保する。

的とする。

事
業
内
容

令和04年度 令和05年度 令和06年度 令和07年度 令和08年度

スカイタウンつつ

ェ

じが丘の樹 スカイタウンつつじが丘の樹 スカイタウンつつじが丘の樹

木等の処理、害虫等の対策を 木等の処理、害虫等の対策を 木等の処理、害虫等の対策を

行い、住環境の維持管理を行 行い、住環境の

事

維持管理を行 行い、住

ッ

務

環境の維持管理を行

う

事

。 う。 う。

業No 事

２　事業コスト

業

事業費等（千円）
令和

名

04年度 令和05年度

[

令和06年度 令和07

事

年度 令和08年度

当初

ク

業

予算 決算 当初予算 決算

基

当初予算 決算 当初予算

本

決算 計画 決算

事業費 0

情

0 0 0 18,179 2

報

2,752 27,11

]

4 0 27,114 0

伸

2

び率（％） 0% 0% 0

3

% 0% 0% 0% 49.

4

2% △100% 0% 0

3

%

人件費
正規職員 0 0

シ

3

0 0 13,013 15

ス

,896 11,922

カ

0 11,922 0

正規

イ

職員以外 0 0 0 0 1,

タ

843 1,863 1,

ウ

863 0 1,863 0

ン

小計 0 0 0 0 14,8

つ

56 17,759 13

つ

,785 0 13,78

じ

5 0

国庫支出金 0 0 0

ー

が

0 0 0 0 0 0 0

県支出

丘

金 0 0 0 0 0 0 0 0 0

管

0

市　　債 0 0 0 0 0

理

0 0 0 0 0

そ の 他

事

0 0 0 0 692 524

業

739 0 739 0

一般

事

財源（税等） 0 0 0 0

業

17,487 22,2

区

28 26,375 0 2

分

6,375 0

所要人数



性]事業手段は妥当か ○ 現行の手段でよい 一部見直しが必要 見直しが必要

[妥当性]官民の役割は妥当か ○ 市が行うべき 他の主体との協働も可能 市が行う必要性は薄れている

[妥当性]緊急的に取り組む必要はあるか 急いで取り組む 中長期的に取り組む ○ 緊急性は薄い

[有効性]更に効果が期待できるか できる ○ あまりできない できない

[有効性]成果目標はどの程度達成しているか 達成している（90%以上） おおむね達成（70～90%未満） ○ 達成していない（70%未満）

[有効性]上位施策への貢献度 重要かつ高い貢献度がある ○ 一定の貢献度がある 貢献度は低い

[効率性]事業費を抑制できるか ○ できない 制約はあるが可能性はある できる

[効率性]受益者負担の見直し ○ 適正 負担は求められない 見直しが必要

５　今後の方向性（担当課評価）

事
業
内
容
の
方
向
性

充実

現状維持 ○

縮小

廃止

ゼロ 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

草刈や樹木伐採等の維持管理、児童送迎バスの運行を行い、良好な住環境を確保できた。

また、スカイタウンつつじが丘住民を含む市民が自然に親しみ交流する

４

場を提供することがで

　

きた。

担当課評価の根

事

拠

維持管理及び児童送

業

迎バスの運行に係る必

の

要な業務を継続し、引

評

き続き良好な住環境の

価

確保に努める。

菜園用

評

地については、分譲地

価

の一括売却に伴い所有

基

者が民間事業者となり

準

、土地使用貸借契約（

[

無償での借り受け）終

妥

了に

よる将来の事業廃

当

止が視野に入っている

性

。そのため事業手段の

]

転換等は行わず、現状

事

維持で事業を継続する

業

。

見直し・改善内容

のニーズはあるか 増加している ○ 横ばい 減少している

[妥当



事務 ト

分

0% △4% △14.1

(

% △10.9% △10

1

0% 0% 0%

人件費
正

)

規職員 12,567 1

事

1,481 11,52

業

2 11,522 11,

経

533 10,987 6

費

,857 0 6,857

管

0

正規職員以外 0 0 0

理

0 0 0 0 0 0 0

小計 1

経

2,567 11,48

費

1 11,522 11,

○

522 11,533 1

[

0,987 6,857

長

0 6,857 0

国庫支

期

出金 0 0 0 0 0 0 0 0

総

0 0

県支出金 0 0 0 0

合

0 0 0 0 0 0

市　　債

計

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

画

そ の 他 14,63

]

8 13,967 14,

そ

100 12,095 1

の

3,906 12,21

他

6 12,904 0 12

分

,904 0

一般財源（

野

税等） △9,088 △

別

8,418 △8,55

目

0 △6,546 △8,

標

576 △7,449 △

４

8,156 0 △8,1

誰

56 0

所要人数 正規職

も

員 1.62 1.48 1

が

.48 1.48 1.4

安

8 1.41 0.88 0

心

.00 0.88 0.0

し

0

（人） 正規職員以外

て

0.00 0.00 0.

住

00 0.00 0.00

み

0.00 0.00 0.

続

00 0.00 0.00

け

主な予算内訳
土地借上

ら

料 5,294千円

れる持

３　目標

続

及び実績
指標名 単位 令

可

和04年度 令和05年

能

度 令和06年度 令和0

な

7年度 令和08年度

活

ま

動
指
標

住宅解体件数
戸

ち

目標値 1 1 1 1 1

実績

事

値 0 1 0

達成度(%)

業

0% 100% 0% % %

区

目標値

実績値

達成度(

分

%)

成
果
指
標

貸地売却

(

件数
件

目標値 2 2 2 2

2

2

実績値 0 1 3

達成度

)

(%) 0% 50% 15

自

0% % %

目標値

実績値

治

達成度(%)

事務 ○ 法定受託事務

その他

政　策 ３
豊かな暮らしを支える住環境の整備 会計 一般会計

款 土

事

木費

施　策 １
居住環境の整備 会計・ 項 住宅費

予算区分 目 住宅管理費

取組方針 １
良好な居住環境の確保 大事業 住宅管理事業

中事業 転貸・貸地事業（１課・特別需要）

事業種別 継続 関連個別計画

事業年度 無し ～ 無し 担当課・担当

業

課長・Tel 住宅第１課 八牟禮　敏之　 435-1098

事業実施の根拠法令 関連課

１　事業内容
（「誰・何」をどういう状態にするための事業か） 全体事業概要

事
業
目
的

〇転貸市営住宅

チ

入居者の住替え交渉をし、用途廃止による借地返還を 〇転貸市営住宅７団地（中之島・舟津町・築港・苫屋丁・平和塔裏・湊御殿・片男波）の入居者へ移転交

行う。（平成３０年度終了。住替え関連は、湊御殿団地で令和６

ェ

年度 渉をし、用途廃止・住宅取壊しを行い、更地にして地主へ土地を返還する。（平成３０年度終了）

まであり。） 〇毎年、市有地賃貸借契約を締結し、賃借料を徴収する。（旧１５団地）

〇住宅第１

事

課が所管する普通財産

ッ

務

の土地を貸付け、適正

事

な管理を行う 〇毎年、

業

土地転貸借契約を締結

N

し、転貸賃料を徴収す

o

る。（西徒町）

。（希

事

望があれば、土地売却

業

を行う。）

〇転貸地を

名

貸付け、適正な管理を

[

行う。

事
業
内
容

令和0

事

4年度 令和05年度 令

ク

業

和06年度 令和07年

基

度 令和08年度

〇市有

本

地賃貸借契約 〇市有地

情

賃貸借契約 〇市有地賃

報

貸借契約 〇市有地賃貸

]

借契約 〇市有地賃貸借

1

契約

　８９件 　８９件

0

　８６件 〇土地転貸借

6

契約 〇土地転貸借契約

1

〇土地転貸借契約 〇土

シ

0

地転貸借契約 〇土地転

転

貸借契約

　１２件 　１

貸

１件 　９件

・貸地事

２　事業コスト

業

事業費等（千円）
令和

（

04年度 令和05年度

１

令和06年度 令和07

ー

課

年度 令和08年度

当初

・

予算 決算 当初予算 決算

特

当初予算 決算 当初予算

別

決算 計画 決算

事業費 5

需

,550 5,549 5

要

,550 5,549 5

）

,330 4,767 4

事

,748 0 4,748

業

0

伸び率（％） △14

区

.4% △3.3% 0%



性]事業手段は妥当か ○ 現行の手段でよい 一部見直しが必要 見直しが必要

[妥当性]官民の役割は妥当か ○ 市が行うべき 他の主体との協働も可能 市が行う必要性は薄れている

[妥当性]緊急的に取り組む必要はあるか 急いで取り組む ○ 中長期的に取り組む 緊急性は薄い

[有効性]更に効果が期待できるか できる ○ あまりできない できない

[有効性]成果目標はどの程度達成しているか ○ 達成している（90%以上） おおむね達成（70～90%未満） 達成していない（70%未満）

[有効性]上位施策への貢献度 重要かつ高い貢献度がある ○ 一定の貢献度がある 貢献度は低い

[効率性]事業費を抑制できるか ○ できない 制約はあるが可能性はある できる

[効率性]受益者負担の見直し ○ 適正 負担は求められない 見直しが必要

５　今後の方向性（担当課評価）

事
業
内
容
の
方
向
性

充実

現状維持 ○

縮小

廃止

ゼロ 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

家屋所有者へ土地の貸付けを行うとともに、貸地の払下げを行う。

担当課評価の根拠

貸地事業において、家屋所有者に対して、貸地の払下げ相談等の案内を貸地

４

料決定通知書に記載し

　

、引き続き周知を行っ

事

て

いく。

見直し・改善

業

内容

の評価
評価基準

[妥当性]事業のニーズはあるか 増加している ○ 横ばい 減少している

[妥当



事務 ト

業

533 10,987 1

区

0,208 0 10,2

分

08 0

国庫支出金 0 0

(

0 0 5,467 5,4

1

67 4,834 0 4,

)

834 0

県支出金 0 0

事

0 0 0 0 0 0 0 0

市　

業

　債 3,000 0 2,

経

600 0 5,400 0

費

11,200 0 11,

○

200 0

そ の 他 0

管

0 0 0 25,252 6

理

4,934 0 0 0 0

一

経

般財源（税等） 2,6

費

05 4,572 2,3

[

11 3,938 6,2

長

77 △39,669 3

期

,715 0 3,715

総

0

所要人数 正規職員 1

合

.62 1.48 1.4

計

8 1.48 1.48 1

画

.41 1.31 0.0

]

0 1.31 0.00

（

そ

人） 正規職員以外 0.

の

19 0.19 0.00

他

0.00 0.00 0.

分

00 0.00 0.00

野

0.00 0.00

主な

別

予算内訳
解体撤去工事

目

請負費　37,191

標

千円

４
誰

３

も

　目標及び実績
指標名

が

単位 令和04年度 令和

安

05年度 令和06年度

心

令和07年度 令和08

し

年度

活
動
指
標

住宅解体

て

件数
戸

目標値 4 4 4 4

住

4

実績値 1 1 11

達成

み

度(%) 25% 25%

続

275% % %

目標値

実

け

績値

達成度(%)

成
果

ら

指
標

土地売却件数
件

目

れ

標値 2 2 2 2 2

実績値

る

3 7 8

達成度(%) 1

持

50% 350% 400

続

% % %

目標値

実績値

達

可

成度(%)

能なまち
事業区分(2)

自治事務 ○ 法定受託事務

その他

政　策 ３
豊かな暮らしを支える住環境の整備 会計 一般会計

事

款 土木費

施　策 １
居住環境の整備 会計・ 項 住宅費

予算区分 目 住宅管理費

取組方針 １
良好な居住環境の確保 大事業 住宅管理事業

中事業 住宅管理地活用事業（１課・特別需要）

事業種別 継続 関連個別計画

事業年度 無し ～ 無し 担当

業

課・担当課長・Tel 住宅第１課 八牟禮　敏之 435-1098

事業実施の根拠法令 関連課

１　事業内容
（「誰・何」をどういう状態にするための事業か） 全体事業概要

事
業
目
的

住宅第１

チ

課が管理する市営住宅用地を処分・活用して、市営住宅の統 用途廃止した市営住宅跡地の土地について、計画的に売却・活用を行う。

廃合を行う。

事
業
内
容

令和04年度 令和05年度 令和06年度 令和07年度 令和08年度

ェ

〇解体件数　今福団地　１戸 〇解体件数　関戸団地　１戸 〇解体件数　今福・関戸・本 〇住宅解体 〇住宅解体

〇入札依頼　６件 〇入札依頼　１１件 渡団地　１１戸 〇土地売却 〇土地売却

　入札売却　１

事

件 〇入札売却　　３件

ッ

務

〇入札依頼　９件

〇先

事

着受付順売却依頼　０

業

件 〇先着受付順売却依

N

頼　０件 〇入札売却　

o

４件

〇随意売却　２件

事

〇随意売却　３件 〇先

業

着受付順売却　１件

〇

名

随意売却　０件

[事

ク

業基

２　事業コ

本

スト

事業費等（千円）

情

令和04年度 令和05

報

年度 令和06年度 令和

]

07年度 令和08年度

1

当初予算 決算 当初予算

0

決算 当初予算 決算 当初

6

予算 決算 計画 決算

事業

1

費 5,605 4,57

シ

2

2 4,911 3,93

住

8 42,396 30,

宅

732 19,749 0

管

19,749 0

伸び率

理

（％） △56.3% △

地

62.7% △12.4

活

% △13.9% 763

用

.3% 680.4% △

事

53.4% △100%

業

0% 0%

人件費
正規職

ー

（

員 12,567 11,

１

481 11,522 1

課

1,522 11,53

・

3 10,987 10,

特

208 0 10,208

別

0

正規職員以外 436

需

436 0 0 0 0 0 0 0

要

0

小計 13,003 1

）

1,917 11,52

事

2 11,522 11,



性]事業手段は妥当か ○ 現行の手段でよい 一部見直しが必要 見直しが必要

[妥当性]官民の役割は妥当か ○ 市が行うべき 他の主体との協働も可能 市が行う必要性は薄れている

[妥当性]緊急的に取り組む必要はあるか 急いで取り組む ○ 中長期的に取り組む 緊急性は薄い

[有効性]更に効果が期待できるか ○ できる あまりできない できない

[有効性]成果目標はどの程度達成しているか ○ 達成している（90%以上） おおむね達成（70～90%未満） 達成していない（70%未満）

[有効性]上位施策への貢献度 重要かつ高い貢献度がある ○ 一定の貢献度がある 貢献度は低い

[効率性]事業費を抑制できるか ○ できない 制約はあるが可能性はある できる

[効率性]受益者負担の見直し ○ 適正 負担は求められない 見直しが必要

５　今後の方向性（担当課評価）

事
業
内
容
の
方
向
性

充実 ○

現状維持

縮小

廃止

ゼロ 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

用途廃止した市営住宅跡地の有効な活用又は処分を行い、公有地の適正管理を行う。

担当課評価の根拠

処分・活用が期待できる未利用地の選定を行っていく。

見

４

直し・改善内容

　事業の評価
評価基準

[妥当性]事業のニーズはあるか ○ 増加している 横ばい 減少している

[妥当



事務 ト

○

0

小計 20,813 1

管

9,339 16,98

理

5 16,985 16,

経

846 17,758 2

費

0,174 0 20,1

[

74 0

国庫支出金 0 0

長

0 0 499 499 26

期

8 0 268 0

県支出金

総

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

合

市　　債 0 0 27,8

計

00 26,600 10

画

,300 8,900 0

]

0 0 0

そ の 他 59

そ

5,553 552,1

の

44 592,297 5

他

35,755 586,

分

657 533,814

野

595,758 0 59

別

5,758 0

一般財源

目

（税等） △228,6

標

83 △191,508

４

△228,545 △1

誰

86,891 △233

も

,736 △162,3

が

86 △219,937

安

0 △219,937 0

心

所要人数 正規職員 2.

し

16 1.97 1.97

て

1.97 1.97 1.

住

88 2.19 0.00

み

2.19 0.00

（人

続

） 正規職員以外 2.1

け

9 2.19 1.43 1

ら

.43 1.43 1.4

れ

4 1.44 0.00 1

る

.44 0.00

主な予

持

算内訳
管理運営委託料

続

　250,590千円

可能な

３　目

ま

標及び実績
指標名 単位

ち

令和04年度 令和05

事

年度 令和06年度 令和

業

07年度 令和08年度

区

活
動
指
標

市営住宅応募

分

案内パンフレット配布

(

数
枚

目標値 400 40

2

0 400 400 400

)

実績値 300 400 4

自

00

達成度(%) 75

治

% 100% 100% %

事

%

目標値

実績値

達成度

務

(%)

成
果
指
標

市営住

○

宅募集戸数
戸

目標値 5

法

6 56 56 56 56

実

定

績値 45 41 39

達成

受

度(%) 80.4% 7

託

3.2% 69.6% %

事

%

目標値

実績値

達成度

務

(%)

その他

政　策 ３
豊かな暮らしを支える住環境の整備 会計

款

施　策 １
居住環境の整備 会計

事

・ 項

予算区分 目

取組方針 １
良好な居住環境の確保 大事業

中事業

事業種別 継続 関連個別計画

事業年度 無し ～ 無し 担当課・担当課長・Tel 住宅第1課 八牟禮　敏之 435-1098

事業実施の根拠法令 関連課

業

１　事業内容
（「誰・何」をどういう状態にするための事業か） 全体事業概要

事
業
目
的

市営住宅は、低所得者に対して低廉な家賃で賃貸することにより、国 指定管理者制度を活用して効率的・効果的な住宅

チ

管理を行う。

民生活の安定と社会福祉の増進に寄与することを目的とした事業（住

宅管理全般）

事
業
内
容

令和04年度 令和05年度 令和06年度 令和07年度 令和08年度

　・管理業務全般　　　　　 　・管理業務全般　　

ェ

　　　 　・管理業務全般　　　　　 　・管理業務全般　　　　　 　・管理業務全般　　　　　

　・指定管理者制度の実施　 　・指定管理者制度の実施　 　・指定管理者制度の実施　 　・指定管理者制度

事

の実施　 　・指定管理

ッ

務

者制度の実施　

　（加

事

太城ケ埼団地外４３団

業

　（加太城ケ埼団地外

N

４３団 　（加太城ケ埼

o

団地外４２団 　（加太

事

城ケ埼団地外４２団 　

業

（加太城ケ埼団地外４

名

２団

地） 地） 地） 地）

[

地）

事

ク

業基本

２　事業コスト

事業費

情

等（千円）
令和04年

報

度 令和05年度 令和0

]

6年度 令和07年度 令

1

和08年度

当初予算 決

5

算 当初予算 決算 当初予

0

算 決算 当初予算 決算 計

3

画 決算

事業費 366,

シ

3

870 360,636

市

391,552 375

営

,464 363,72

住

0 380,827 37

宅

6,089 0 376,

管

089 0

伸び率（％）

理

3.1% 4% 6.7%

事

4.1% △7.1% 1

業

.4% 3.4% △10

事

0% 0% 0%

人件費
正

ー

業

規職員 16,756 1

区

5,282 15,33

分

7 15,337 15,

(

351 14,649 1

1

7,065 0 17,0

)

65 0

正規職員以外 4

事

,057 4,057 1

業

,648 1,648 1

経

,495 3,109 3

費

,109 0 3,109



性]事業手段は妥当か ○ 現行の手段でよい 一部見直しが必要 見直しが必要

[妥当性]官民の役割は妥当か 市が行うべき 他の主体との協働も可能 ○ 市が行う必要性は薄れている

[妥当性]緊急的に取り組む必要はあるか 急いで取り組む 中長期的に取り組む ○ 緊急性は薄い

[有効性]更に効果が期待できるか できる ○ あまりできない できない

[有効性]成果目標はどの程度達成しているか 達成している（90%以上） おおむね達成（70～90%未満） ○ 達成していない（70%未満）

[有効性]上位施策への貢献度 重要かつ高い貢献度がある ○ 一定の貢献度がある 貢献度は低い

[効率性]事業費を抑制できるか ○ できない 制約はあるが可能性はある できる

[効率性]受益者負担の見直し ○ 適正 負担は求められない 見直しが必要

５　今後の方向性（担当課評価）

事
業
内
容
の
方
向
性

充実

現状維持 ○

縮小

廃止

ゼロ 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

市民からの問い合わせが多くあり、ニーズも高いことから、効率的・効果的な市営住宅管理を行う。

担当課評価の根拠

市営住宅入居者からの苦情や修繕要望に指

４

定管理業者を通して、

　

より迅速な対応を行っ

事

ていく。

見直し・改善

業

内容

の評価
評価基準

[妥当性]事業のニーズはあるか 増加している ○ 横ばい 減少している

[妥当



事務 ト

市

0,673 30,59

営

6 30,623 29,

住

220 27,272 0

宅

27,272 0

正規職

の

員以外 0 0 0 0 0 0 0

建

0 0 0

小計 33,51

替

1 30,563 30,

事

673 30,596 3

業

0,623 29,22

区

0 27,272 0 27

分

,272 0

国庫支出金

(

314,441 269

1

,767 172,03

)

7 258,506 11

事

4,645 54,33

業

8 52,322 0 52

経

,322 0

県支出金 0

費

0 0 0 0 0 0 0 0 0

市

○

　　債 473,800

管

273,100 245

理

,400 479,00

経

0 114,100 45

費

,200 57,900

[

0 57,900 0

そ 

長

の 他 0 0 0 0 0 0 0

期

0 0 0

一般財源（税等

総

） 7,183 7,41

合

0 14,457 18,

計

734 26,304 5

画

0,146 62,30

]

3 0 62,303 0

所

そ

要人数 正規職員 4.3

の

2 3.94 3.94 3

他

.93 3.93 3.7

分

5 3.50 0.00 3

野

.50 0.00

（人）

別

正規職員以外 0.00

目

0.00 0.00 0.

標

00 0.00 0.00

４

0.00 0.00 0.

誰

00 0.00

主な予算

も

内訳
解体撤去工事請負

が

費　228,217千

安

円

心し

３　

て

目標及び実績
指標名 単

住

位 令和04年度 令和0

み

5年度 令和06年度 令

続

和07年度 令和08年

け

度

活
動
指
標

老朽化した

ら

住宅の改善団地数
団地

れ

目標値 1 2 3 2 2

実績

る

値 1 2 3

達成度(%)

持

100% 100% 10

続

0% % %

目標値

実績値

可

達成度(%)

成
果
指
標

能

老朽化した住宅の改善

な

率
％

目標値 100 10

ま

0 100 100 100

ち

実績値 100 100 1

事

00

達成度(%) 10

業

0% 100% 100%

区

% %

目標値

実績値

達成

分

度(%)

(2)
自治事務 ○ 法定受託事務

その他

政　策 ３
豊かな暮らしを支える住環境の

事

整備 会計

款

施　策 １
居住環境の整備 会計・ 項

予算区分 目

取組方針 １
良好な居住環境の確保 大事業

中事業

事業種別 継続 関連個別計画 和歌山市営住宅長寿命化計画

事業年度 無し ～ 無し 担当課・担当課長・Tel 住宅第1課 八牟禮

業

　敏之 073-435-1098

事業実施の根拠法令 関連課

１　事業内容
（「誰・何」をどういう状態にするための事業か） 全体事業概要

事
業
目
的

・市営岡崎団地の老朽化に伴う建替事業

チ

を実施する。 ・建替事業を推進する。

・経年による外壁・屋上の劣化・ひび割れ、コンクリート破片の落下 ・計画的に景観改善事業に取り組む。

等により入居者等への危険が懸念されるため、外壁改修及び塗替え、

屋上の防

ェ

水工事による景観改善事業を実施する。

事
業
内
容

令和04年度 令和05年度 令和06年度 令和07年度 令和08年度

・岡崎団地建設工事（新２号 ・岡崎団地建設工事（新２号 ・岡崎団地解体撤去工事（

事

中 ・岡崎団地遺跡発掘

ッ

務

調査 ・岡崎団地建設工

事

事（新３号

棟） 棟） 層

業

１～４棟） ・岡崎団地

N

建設工事（新３号 棟）

o

・中之島第２団地外壁

事

改修そ ・中之島第２団

業

地外壁改修そ ・中之島

名

第２団地外壁改修そ 棟

[

） ・菖蒲ケ丘団地給水

事

管引替工

の他工事設計

ク

業

の他工事 の他工事 ・菖

基

蒲ケ丘団地給水管引替

本

工 事

・岡崎団地新３号

情

棟整備工事 ・菖蒲ケ丘

報

団地給水管引替工 事

設

]

計 事

1503

２　事業コスト

事業費

シ

4

等（千円）
令和04年

市

度 令和05年度 令和0

営

6年度 令和07年度 令

住

和08年度

当初予算 決

宅

算 当初予算 決算 当初予

ス

算 決算 当初予算 決算 計

ト

画 決算

事業費 795,

ッ

424 550,277

ク

431,894 756

総

,240 255,04

ー

合

9 149,684 17

活

2,525 0 172,

用

525 0

伸び率（％）

計

468.2% 358.

画

3% △45.7% 37

推

.4% △40.9% △

進

80.2% △32.4

事

% △100% 0% 0%

業

人件費
正規職員 33,

（

511 30,563 3



性]事業手段は妥当か ○ 現行の手段でよい 一部見直しが必要 見直しが必要

[妥当性]官民の役割は妥当か ○ 市が行うべき 他の主体との協働も可能 市が行う必要性は薄れている

[妥当性]緊急的に取り組む必要はあるか 急いで取り組む ○ 中長期的に取り組む 緊急性は薄い

[有効性]更に効果が期待できるか ○ できる あまりできない できない

[有効性]成果目標はどの程度達成しているか ○ 達成している（90%以上） おおむね達成（70～90%未満） 達成していない（70%未満）

[有効性]上位施策への貢献度 重要かつ高い貢献度がある ○ 一定の貢献度がある 貢献度は低い

[効率性]事業費を抑制できるか ○ できない 制約はあるが可能性はある できる

[効率性]受益者負担の見直し ○ 適正 負担は求められない 見直しが必要

５　今後の方向性（担当課評価）

事
業
内
容
の
方
向
性

充実

現状維持 ○

縮小

廃止

ゼロ 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

和歌山市営住宅長寿命化計画に基づき、市営住宅の建替え・景観改善等により、維持管理を行う。

担当課評価の根拠

国からの補助金等を活用しながら、計画的に

４

建替え・景観改善等を

　

行っていく。

見直し・

事

改善内容

業の評価
評価基準

[妥当性]事業のニーズはあるか 増加している ○ 横ばい 減少している

[妥当



事務 ト

(

57 0

所要人数 正規職

1

員 3.21 2.95 3

)

.19 3.19 3.1

事

9 3.24 3.48 0

業

.00 0.00 0.0

経

0

（人） 正規職員以外

費

0.05 0.00 0.

管

00 0.00 0.00

理

0.00 0.00 0.

経

00 0.00 0.00

費

主な予算内訳
【R7当

○

初予算額（合計）：1

[

31,457千円】所

長

々修繕料63,996

期

千円　業務委託料54

総

,131千円　

樹木剪

合

定等委託料13,32

計

9千円

画] そ

３　目標及び実績
指標

の

名 単位 令和04年度 令

他

和05年度 令和06年

分

度 令和07年度 令和0

野

8年度

活
動
指
標

住戸修

別

繕戸数
戸

目標値

実績値

目

487 439 426

達

標

成度(%) 100% 1

４

00% 100% % %

目

誰

標値

実績値

達成度(%

も

)

成
果
指
標

修繕できず

が

に住めなくなった戸数

安

戸
目標値 0 0 0 0

実績

心

値 0 0 0

達成度(%)

し

100% 100% 10

て

0% % %

目標値

実績値

住

達成度(%)

み続けられる持続可能なまち
事業区分(2)

自治事務 ○ 法定受託事務

その他

政　策 ３
豊かな暮らしを支える住環境の整備 会計 一般会計

款 土木

事

費

施　策 １
居住環境の整備 会計・ 項 住宅費

予算区分 目 住宅管理費

取組方針 １
良好な居住環境の確保 大事業 住宅管理事業（改良分）

中事業 市営住宅管理事業（２課・生活）

事業種別 継続 関連個別計画

事業年度 無し ～ 無し 担当課

業

・担当課長・Tel 住宅第２課 山本　昌樹 435-1103

事業実施の根拠法令 関連課

１　事業内容
（「誰・何」をどういう状態にするための事業か） 全体事業概要

事
業
目
的

住民の住環境

チ

の維持 市営住宅の管理事務等

事
業
内
容

令和04年度 令和05年度 令和06年度 令和07年度 令和08年度

市営住宅の維持修繕管理 市営住宅の維持修繕管理 市営住宅の維持修繕管理 市営住宅の維持修繕管理 市営住宅の維持修繕

ェ

管理

２　事業コスト

事業費等（千円）
令和04年度 令和05年度 令和06年度 令和07年度 令和08年度

当初予算 決

事

算 当初予算 決算 当初予

ッ

務

算 決算 当初予算 決算 計

事

画 決算

事業費 131,

業

457 131,239

N

131,457 132

o

,458 131,45

事

7 128,448 13

業

1,457 0 131,

名

457 0

伸び率（％）

[

0% △1% 0% 0.9

事

% 0% △3% 0% △1

ク

業

00% 0% 0%

人件費

基

正規職員 24,900

本

22,884 24,8

情

35 24,835 24

報

,857 25,247

]

27,117 0 0 0

正

1

規職員以外 96 0 0 0

0

0 0 0 0 0 0

小計 24

6

,996 22,884

6

24,835 24,8

シ

9

35 24,857 25

市

,247 27,117

営

0 0 0

国庫支出金 0 0

住

0 0 0 0 0 0 0 0

県支

宅

出金 0 0 0 0 0 0 0 0

管

0 0

市　　債 0 0 0 0

理

0 0 0 0 0 0

そ の 

事

他 316,223 36

業

8,120 303,5

（

13 354,167 3

ー

２

00,652 339,

課

386 299,902

・

0 309,214 0

一

生

般財源（税等） △18

活

4,766 △236,

）

881 △172,05

事

6 △221,709 △

業

169,195 △21

区

0,938 △168,

分

445 0 △177,7



性]事業手段は妥当か ○ 現行の手段でよい 一部見直しが必要 見直しが必要

[妥当性]官民の役割は妥当か ○ 市が行うべき 他の主体との協働も可能 市が行う必要性は薄れている

[妥当性]緊急的に取り組む必要はあるか 急いで取り組む ○ 中長期的に取り組む 緊急性は薄い

[有効性]更に効果が期待できるか できる ○ あまりできない できない

[有効性]成果目標はどの程度達成しているか ○ 達成している（90%以上） おおむね達成（70～90%未満） 達成していない（70%未満）

[有効性]上位施策への貢献度 重要かつ高い貢献度がある ○ 一定の貢献度がある 貢献度は低い

[効率性]事業費を抑制できるか ○ できない 制約はあるが可能性はある できる

[効率性]受益者負担の見直し ○ 適正 負担は求められない 見直しが必要

５　今後の方向性（担当課評価）

事
業
内
容
の
方
向
性

充実

現状維持 ○

縮小

廃止

ゼロ 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

市営住宅の維持管理を適正に行い、住民の住環境を維持するため、現状のまま進めていく必要がある。

担当課評価の根拠

最低限の費用で最大限の効果が得られる

４

よう、計画的な修繕を

　

実施していく。

見直し

事

・改善内容

業の評価
評価基準

[妥当性]事業のニーズはあるか 増加している ○ 横ばい 減少している

[妥当



事務 ト

２

0 113,555 0

県

課

支出金 0 0 0 0 0 0 0

、

0 0 0

市　　債 59,

市

300 70,900 4

営

6,800 44,40

住

0 135,000 40

宅

,000 193,10

事

0 0 193,100 0

業

そ の 他 0 0 0 0 0

区

0 0 0 0 0

一般財源（

分

税等） 11,985 7

(

,553 6,612 5

1

,266 86 52 80

)

0 80 0

所要人数 正規

事

職員 5.78 6.49

業

7.02 7.03 7.

経

02 7.12 7.65

費

0.00 0.00 0.

管

00

（人） 正規職員以

理

外 0.00 0.00 0

経

.00 0.00 0.0

費

0 0.00 0.00 0

○

.00 0.00 0.0

[

0

主な予算内訳
【R7

長

年度当初予算額】機械

期

修繕料26,774千

総

円　住宅修繕工事請負

合

費279,961千円

計画]

３　目

そ

標及び実績
指標名 単位

の

令和04年度 令和05

他

年度 令和06年度 令和

分

07年度 令和08年度

野

活
動
指
標

老朽化した住

別

宅の改善数
団地

目標値

目

3 2 2 2 2

実績値 3 2

標

2

達成度(%) 100

４

% 100% 100% %

誰

%

目標値

実績値

達成度

も

(%)

成
果
指
標

老朽化

が

した住宅の改善率
％

目

安

標値 100 100 10

心

0 100 100

実績値

し

100 100 100

達

て

成度(%) 100% 1

住

00% 100% % %

目

み

標値

実績値

達成度(%

続

)

けられる持続可能なまち
事業区分(2)

自治事務 ○ 法定受託事務

その他

政　策 ３
豊かな暮らしを支える住環境の

事

整備 会計

款

施　策 １
居住環境の整備 会計・ 項

予算区分 目

取組方針 １
良好な居住環境の確保 大事業

中事業

事業種別 継続 関連個別計画

事業年度 無し ～ 無し 担当課・担当課長・Tel 住宅第２課 山本　昌樹 435-1103

事業実

業

施の根拠法令 関連課

１　事業内容
（「誰・何」をどういう状態にするための事業か） 全体事業概要

事
業
目
的

住宅ストックの有効活用と入居者の生活安全性の確保 和歌山市営住宅長寿命化計

チ

画に基づく市営住宅の整備

事
業
内
容

令和04年度 令和05年度 令和06年度 令和07年度 令和08年度

外壁塗装その他工事（木ノ本 外壁塗装その他工事（岩橋第 外壁塗装その他工事（三沢第 市営住宅の維持修繕管理（汐 市営

ェ

住宅の維持修繕管理

第３、汐見２号棟） ５） ４、東和第５） 見団地２号棟、東和第６、東 エレベータ改修修繕

エレベータ改修修繕（三沢第 エレベータ改修修繕（高千穂 エレベータ改修修繕（共栄第 和第

事

８）

７） 第３） ４） エ

ッ

務

レベータ改修修繕（は

事

まな

す団地）

業No 事

２　事業コス

業

ト

事業費等（千円）
令

名

和04年度 令和05年

[

度 令和06年度 令和0

事

7年度 令和08年度

当

ク

業

初予算 決算 当初予算 決

基

算 当初予算 決算 当初予

本

算 決算 計画 決算

事業費

情

101,163 88,

報

612 71,536 5

]

9,739 202,2

1

02 83,403 30

5

6,735 0 306,

0

735 0

伸び率（％）

0

12.4% 15.1%

シ

2

△29.3% △32.

市

6% 182.7% 39

営

.6% 51.7% △1

住

00% 0% 0%

人件費

宅

正規職員 44,836

ス

50,343 54,6

ト

51 54,729 54

ッ

,700 55,480

ク

59,609 0 0 0

正

総

規職員以外 0 0 0 0 0

ー

合

0 0 0 0 0

小計 44,

活

836 50,343 5

用

4,651 54,72

計

9 54,700 55,

画

480 59,609 0

推

0 0

国庫支出金 29,

進

878 10,159 1

事

8,124 10,07

業

3 67,116 43,

（

351 113,555



性]事業手段は妥当か ○ 現行の手段でよい 一部見直しが必要 見直しが必要

[妥当性]官民の役割は妥当か ○ 市が行うべき 他の主体との協働も可能 市が行う必要性は薄れている

[妥当性]緊急的に取り組む必要はあるか 急いで取り組む ○ 中長期的に取り組む 緊急性は薄い

[有効性]更に効果が期待できるか ○ できる あまりできない できない

[有効性]成果目標はどの程度達成しているか ○ 達成している（90%以上） おおむね達成（70～90%未満） 達成していない（70%未満）

[有効性]上位施策への貢献度 重要かつ高い貢献度がある ○ 一定の貢献度がある 貢献度は低い

[効率性]事業費を抑制できるか ○ できない 制約はあるが可能性はある できる

[効率性]受益者負担の見直し ○ 適正 負担は求められない 見直しが必要

５　今後の方向性（担当課評価）

事
業
内
容
の
方
向
性

充実

現状維持 ○

縮小

廃止

ゼロ 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

改修による市営住宅の長期活用を図るため、事業を継続していく必要がある。

担当課評価の根拠

引き続き、国からの交付金を活用し、計画的に市営住宅の改修を

４

実施していく。

見直し

　

・改善内容

事業の評価
評価基準

[妥当性]事業のニーズはあるか 増加している ○ 横ばい 減少している

[妥当



事務 ト

費

和08年度

当初予算 決

○

算 当初予算 決算 当初予

管

算 決算 当初予算 決算 計

理

画 決算

事業費 47,2

経

67 42,869 11

費

0,603 106,7

[

00 42,867 41

長

,916 43,500

期

0 43,500 0

伸び

総

率（％） 38% 28%

合

134% 148.9%

計

△61.2% △60.

画

7% 1.5% △100

]

% 0% 0%

人件費
正規

そ

職員 52,360 58

の

,100 53,016

他

53,016 52,9

分

08 50,337 45

野

,038 0 45,03

別

8 0

正規職員以外 0 0

目

0 0 0 0 1,863 0

標

1,863 0

小計 52

４

,360 58,100

誰

53,016 53,0

も

16 52,908 50

が

,337 46,901

安

0 46,901 0

国庫

心

支出金 22,883 2

し

0,792 46,63

て

5 52,498 20,

住

750 20,404 2

み

1,384 0 21,3

続

84 0

県支出金 0 0 1

け

3,840 13,42

ら

7 0 0 0 0 0 0

市　　

れ

債 0 0 0 0 0 0 0 0 0

る

0

そ の 他 0 0 0 0

持

0 22 0 0 0 0

一般財

続

源（税等） 24,38

可

4 22,077 50,

能

128 40,775 2

な

2,117 21,49

ま

0 22,116 0 22

ち

,116 0

所要人数 正

事

規職員 6.75 7.4

業

9 6.81 6.81 6

区

.79 6.46 5.7

分

8 0.00 5.78 0

(

.00

（人） 正規職員

2

以外 0.00 0.00

)

0.00 0.00 0.

自

00 0.00 0.96

治

0.00 0.96 0.

事

00

主な予算内訳
空き

務

家対策総合支援事業　

○

37,000千円（う

法

ち１／２　国費）

定受託

３　目標及

事

び実績
指標名 単位 令和

務

04年度 令和05年度

そ

令和06年度 令和07

の

年度 令和08年度

活
動

他

指
標

適正化取り組み依

政

頼件数
件

目標値 200

　

200 200 500 5

策

00

実績値 337 39

３

1 451

達成度(%)

豊

168% 195% 22

か

5% % %

目標値

実績値

な

達成度(%)

成
果
指
標

暮

文書送付等実施件数
件

ら

目標値 200 200 2

し

00 500 500

実績

を

値 264 255 451

支

達成度(%) 132%

え

127% 225% % %

る

目標値

実績値

達成度(

住

%)

環境の整備 会計 一般会計

款 土木費

施　策 １
居

事

住環境の整備 会計・ 項 住宅費

予算区分 目 空家対策費

取組方針 ３
総合的・計画的な空家等対策の推進 大事業 空家対策事業

中事業 空家等対策推進事業

事業種別 継続 関連個別計画 空家等対策計画

事業年度 平成28年度 ～ 無し 担当課

業

・担当課長・Tel 耐震・空家対策課 三宅　尊弘 435-1091

事業実施の根拠法令 空家等対策の推進に関する特別措置法 関連課 建築指導課

１　事業内容
（「誰・何」をどういう状態に

チ

するための事業か） 全体事業概要

事
業
目
的

危険な空き家の除却を促進して住環境の改善を図るとともに、空き家 空家等対策計画に基づき、不良空家の除却や活用可能な空き家の利活用を促進するとともに、特定空家等

の利活

ェ

用を進め、地域の活性化に資することを目的とする。 に対する措置を進める。

事
業
内
容

令和04年度 令和05年度 令和06年度 令和07年度 令和08年度

不良空家の除却費一部補助。 不良空家の除却費

事

一部補助。 不良空家の

ッ

務

除却費一部補助。 不良

事

空家の除却費一部補助

業

。 不良空家の除却費一

N

部補助。

空き家を活用

o

した地域交流拠 空き家

事

を活用した地域交流拠

業

空き家を活用した地域

名

交流拠 空き家を活用し

[

た地域交流拠 空き家を

事

活用した地域交流拠

点

ク

業

等づくりに係る費用の

基

一部 点等づくりに係る

本

費用の一部 点等づくり

情

に係る費用の一部 点等

報

づくりに係る費用の一

]

部 点等づくりに係る費

1

用の一部

補助等空家等

0

対策計画に基づ 補助等

7

空家等対策計画に基づ

2

補助等空家等対策計画

シ

1

に基づ 補助等空家等対

空

策計画に基づ 補助等空

家

家等対策計画に基づ

く

等

除却や利活用の推進。

対

く除却や利活用の推進

策

。 く除却や利活用の推

推

進。 く除却や利活用の

進

推進。空家 く除却や利

事

活用の推進。空家

化防

業

止等を目的とした啓発

ー

事

活 化防止等を目的とし

業

た啓発活

動実施。 動実

区

施。

分(1)

２　事業コスト

事業費

事

等（千円）
令和04年

業

度 令和05年度 令和0

経

6年度 令和07年度 令



性]事業手段は妥当か 現行の手段でよい ○ 一部見直しが必要 見直しが必要

[妥当性]官民の役割は妥当か 市が行うべき ○ 他の主体との協働も可能 市が行う必要性は薄れている

[妥当性]緊急的に取り組む必要はあるか 急いで取り組む ○ 中長期的に取り組む 緊急性は薄い

[有効性]更に効果が期待できるか できる ○ あまりできない できない

[有効性]成果目標はどの程度達成しているか ○ 達成している（90%以上） おおむね達成（70～90%未満） 達成していない（70%未満）

[有効性]上位施策への貢献度 重要かつ高い貢献度がある ○ 一定の貢献度がある 貢献度は低い

[効率性]事業費を抑制できるか ○ できない 制約はあるが可能性はある できる

[効率性]受益者負担の見直し ○ 適正 負担は求められない 見直しが必要

５　今後の方向性（担当課評価）

事
業
内
容
の
方
向
性

充実 ○

現状維持

縮小

廃止

ゼロ 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

空家等対策事業は全国的にも注目されている事業で、空き家の増加も予想されることから、国の施策の状況を注視しながら

事業の拡大も検討する必要があると思

４

われる。

担当課評価の

　

根拠

危険な空き家の減

事

少を図るため、不良空

業

家の除却補助に関して

の

、さらに効果的な支援

評

の方法を検討し、除却

価

を促進していく

必要が

評

ある。また不良空家に

価

なった段階では、流通

基

困難物件となる場合が

準

多いため、空き家にな

[

ることを防ぐための啓

妥

発に

も取り組む必要が

当

ある。

見直し・改善内

性

容

]事業のニーズはあるか ○ 増加している 横ばい 減少している

[妥当



事務 ト

管

500 120,186

理

32,333 91,8

経

78 32,333 17

費

0,807 35,00

[

0 0 35,000 0

県

長

支出金 0 0 0 0 0 0 0

期

0 0 0

市　　債 95,

総

300 231,800

合

63,400 182,

計

800 62,500 3

画

38,400 67,7

]

00 0 67,700 0

そ

そ の 他 0 0 0 0 0

の

5,553 0 0 0 0

一

他

般財源（税等） 10,

分

674 14,886 8

野

,708 7,931 8

別

,117 4,826 7

目

,550 0 7,550

標

0

所要人数 正規職員 3

４

.43 3.43 3.4

誰

3 3.43 3.43 3

も

.43 3.43 0.0

が

0 3.43 0.00

（

安

人） 正規職員以外 0.

心

00 0.00 0.00

し

0.00 0.00 0.

て

00 0.00 0.00

住

0.00 0.00

主な

み

予算内訳
工事請負費9

続

6,000千円　　

けられ

３　目標

る

及び実績
指標名 単位 令

持

和04年度 令和05年

続

度 令和06年度 令和0

可

7年度 令和08年度

活

能

動
指
標

準用河川（永山

な

川）の用地買収面積（

ま

累計）
ｍ2

目標値 63

ち

27 6311 6855

事

8597 8597

実績

業

値 6261 6304 6

区

855

達成度(%) 9

分

9% 99.9% 100

(

% % %

目標値

実績値

達

2

成度(%)

成
果
指
標

準

)

用河川（永山川）の用

自

地買収率
％

目標値 0 5

治

0.5 55.1 78.

事

4 78.4

実績値 0 4

務

2.8 62.5

達成度

法

(%) % 84.8% 1

定

13.4% % %

目標値

受

実績値

達成度(%)

託事務

その他

政　策 ３
豊かな暮らしを支える住環境の整備 会計

款

施　策 ２
河川・水路の整備 会計・

事

項

予算区分 目

取組方針 １
準用河川及び普通河川の改修 大事業

中事業

事業種別 継続 関連個別計画

事業年度 無し ～ 無し 担当課・担当課長・Tel 河川港湾課 森田　敏弘 435-1090

事業実施の根拠法令 関連課

業

１　事業内容
（「誰・何」をどういう状態にするための事業か） 全体事業概要

事
業
目
的

【前代川】 【前代川】

　前代川の現況流下能力不足で浸水被害が生じており、準用河川改修 河道改修（拡幅及び築堤

チ

）及び放水路整備を行う。（R2年度完了）

事業により治水安全度の向上を図る。 【永山川】

【永山川】 河道改修（拡幅及び築堤）及びバイパス河川整備を行う。

　永山川・平尾川の現況流下能力不足で浸水被害が生じてお

ェ

り、準用

河川改修事業により治水安全度の向上を図る。

事
業
内
容

令和04年度 令和05年度 令和06年度 令和07年度 令和08年度

【永山川】 【永山川】 【永山川】 【永山川】 【永山川】

　市道橋架替

事

　市道橋架替 　護岸改

ッ

務

修 　工事用踏切撤去 　

事

護岸改修

　護岸改修 　

業

護岸改修 　用地購入 　

N

用地購入

　用地購入 　

o

用地購入

事業名 [

２　事業コスト

事

事

業費等（千円）
令和0

ク

業

4年度 令和05年度 令

基

和06年度 令和07年

本

度 令和08年度

当初予

情

算 決算 当初予算 決算 当

報

初予算 決算 当初予算 決

]

算 計画 決算

事業費 15

1

4,474 366,8

5

72 104,441 2

1

82,609 102,

3

950 519,586

シ

6

110,250 0 11

準

0,250 0

伸び率（

用

％） △12.7% △5

河

3.5% △32.4%

川

△23% △1.4% 8

改

3.9% 7.1% △1

修

00% 0% 0%

人件費

事

正規職員 26,607

業

26,607 26,7

事

03 26,703 26

ー

業

,727 26,727

区

26,727 0 26,

分

727 0

正規職員以外

(

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1

小計 26,607 26

)

,607 26,703

事

26,703 26,7

業

27 26,727 26

経

,727 0 26,72

費

7 0

国庫支出金 48,



性]事業手段は妥当か ○ 現行の手段でよい 一部見直しが必要 見直しが必要

[妥当性]官民の役割は妥当か ○ 市が行うべき 他の主体との協働も可能 市が行う必要性は薄れている

[妥当性]緊急的に取り組む必要はあるか ○ 急いで取り組む 中長期的に取り組む 緊急性は薄い

[有効性]更に効果が期待できるか ○ できる あまりできない できない

[有効性]成果目標はどの程度達成しているか ○ 達成している（90%以上） おおむね達成（70～90%未満） 達成していない（70%未満）

[有効性]上位施策への貢献度 ○ 重要かつ高い貢献度がある 一定の貢献度がある 貢献度は低い

[効率性]事業費を抑制できるか ○ できない 制約はあるが可能性はある できる

[効率性]受益者負担の見直し ○ 適正 負担は求められない 見直しが必要

５　今後の方向性（担当課評価）

事
業
内
容
の
方
向
性

充実 ○

現状維持

縮小

廃止

ゼロ 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

　永山川、平尾川の流下能力不足、中上流部にある用水樋門による断面阻害により浸水被害が慢性化し、地球温暖化による

気候変動に伴う台風や集中豪雨が増加

４

している中、早急な浸

　

水軽減が必要である。

事

担当課評価の根拠

　国

業

要望の継続及び国補正

の

予算の活用により予算

評

の確保に努め、永山川

価

における浸水対策を推

評

進する必要がある。

見

価

直し・改善内容

基準

[妥当性]事業のニーズはあるか ○ 増加している 横ばい 減少している

[妥当



事務 ト

経

38 5,535 4,5

費

63 4,500 0 4,

管

500 0

所要人数 正規

理

職員 1.31 1.31

経

1.31 1.31 1.

費

31 1.31 1.31

[

0.00 1.31 0.

長

00

（人） 正規職員以

期

外 0.00 0.00 0

総

.00 0.00 0.0

合

0 0.00 0.00 0

計

.00 0.00 0.0

画

0

主な予算内訳
河川整

]

備工事請負費89,7

そ

00千円　

の他

分

３　目標及び実績

野

指標名 単位 令和04年

別

度 令和05年度 令和0

目

6年度 令和07年度 令

標

和08年度

活
動
指
標

普

４

通河川（２８河川）の

誰

改修延長（累計）
ｍ

目

も

標値 23101 233

が

21 23541 239

安

48 24485

実績値

心

21926 21969

し

22095

達成度(%

て

) 94.9% 94.2

住

% 93.8% % %

目標

み

値

実績値

達成度(%)

続

成
果
指
標

普通河川（２

け

８河川）の改修率（延

ら

長）
％

目標値 82.2

れ

83.0 83.8 84

る

.5 84.9

実績値 8

持

6.8 78.2 78.

続

6

達成度(%) 105

可

.3% 94.2% 93

能

.7% % %

目標値

実績

な

値

達成度(%)

まち
事業区分(2)

自治事務 法定受託事務

その他

政　策 ３
豊かな暮らしを支える住環境の整備 会計

款

施　策 ２
河川・水路の整備 会

事

計・ 項

予算区分 目

取組方針 １
準用河川及び普通河川の改修 大事業

中事業

事業種別 継続 関連個別計画

事業年度 無し ～ 無し 担当課・担当課長・Tel 河川港湾課 森田　敏弘 435-1090

事業実施の根拠法令 関連課

業

１　事業内容
（「誰・何」をどういう状態にするための事業か） 全体事業概要

事
業
目
的

市管理河川等の維持修繕及び改良により通水機能の確保に努め浸水被 通水に支障となる雑草の草刈、樹木伐採、

チ

浚渫、修繕及び、流水から背後地の浸食を防止する護岸等の改

害の軽減を図る。 良工事を行う。

事
業
内
容

令和04年度 令和05年度 令和06年度 令和07年度 令和08年度

護岸改修及び護岸修繕 護岸改修及び護岸修繕 護岸改

ェ

修及び護岸修繕 護岸改修及び護岸修繕 護岸改修及び護岸修繕

２　事業コスト

事業費等（千円）
令和04年度 令和05

事

年度 令和06年度 令和

ッ

務

07年度 令和08年度

事

当初予算 決算 当初予算

業

決算 当初予算 決算 当初

N

予算 決算 計画 決算

事業

o

費 47,199 60,

事

301 87,974 4

業

3,238 121,2

名

35 119,900 1

[

27,700 0 127

事

,700 0

伸び率（％

ク

業

） 4.6% 108.9

基

% 86.4% △28.

本

3% 37.8% 177

情

.3% 5.3% △10

報

0% 0% 0%

人件費
正

]

規職員 10,162 1

1

0,162 10,19

5

9 10,199 10,

1

208 10,208 1

3

0,208 0 10,2

シ

7

08 0

正規職員以外 0

普

0 0 0 0 0 0 0 0 0

小

通

計 10,162 10,

河

162 10,199 1

川

0,199 10,20

改

8 10,208 10,

修

208 0 10,208

維

0

国庫支出金 0 0 0 0

持

0 0 0 0 0 0

県支出金

事

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

ー

業

市　　債 43,600

事

57,600 83,9

業

00 43,100 11

区

5,700 115,3

分

00 123,200 0

(

123,200 0

そ 

1

の 他 0 188 0 0 0

)

37 0 0 0 0

一般財源

事

（税等） 3,599 2

業

,513 4,074 1



性]事業手段は妥当か ○ 現行の手段でよい 一部見直しが必要 見直しが必要

[妥当性]官民の役割は妥当か ○ 市が行うべき 他の主体との協働も可能 市が行う必要性は薄れている

[妥当性]緊急的に取り組む必要はあるか ○ 急いで取り組む 中長期的に取り組む 緊急性は薄い

[有効性]更に効果が期待できるか ○ できる あまりできない できない

[有効性]成果目標はどの程度達成しているか ○ 達成している（90%以上） おおむね達成（70～90%未満） 達成していない（70%未満）

[有効性]上位施策への貢献度 ○ 重要かつ高い貢献度がある 一定の貢献度がある 貢献度は低い

[効率性]事業費を抑制できるか ○ できない 制約はあるが可能性はある できる

[効率性]受益者負担の見直し ○ 適正 負担は求められない 見直しが必要

５　今後の方向性（担当課評価）

事
業
内
容
の
方
向
性

充実 ○

現状維持

縮小

廃止

ゼロ 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

近年は地球温暖化による気候変動に伴う台風や集中豪雨の増加が危惧されており、浸水被害の軽減及び災害の未然防止を図

るため、今後も河川の浚渫、修繕、工

４

事及び護岸等の河川管

　

理施設の老朽化対策も

事

併せて進めていく必要

業

がある。

担当課評価の

の

根拠

市単独事業の河川

評

改修及び浚渫について

価

は、創設された地方債

評

を積極的に活用し事業

価

を進めていく必要があ

基

る。

緊急自然災害防止

準

対策事業債（充当率1

[

00％、交付税措置率

妥

70%）　令和７年度

当

まで

緊急浚渫推進事業

性

債（充当率100％、

]

交付税措置率70%）

事

　令和１１年度まで

見

業

直し・改善内容

のニーズはあるか ○ 増加している 横ばい 減少している

[妥当



事務 ト

経

05年度 令和06年度

費

令和07年度 令和08

○

年度

当初予算 決算 当初

[

予算 決算 当初予算 決算

長

当初予算 決算 計画 決算

期

事業費 127,680

総

126,448 131

合

,680 139,92

計

5 131,680 12

画

9,567 131,6

]

80 0 131,680

そ

0

伸び率（％） 0% △

の

0.4% 3.1% 10

他

.7% 0% △7.4%

分

0% △100% 0% 0

野

%

人件費
正規職員 17

別

,764 17,764

目

17,828 17,8

標

28 17,844 17

４

,844 17,844

誰

0 17,844 0

正規

も

職員以外 0 0 0 0 0 0

が

0 0 0 0

小計 17,7

安

64 17,764 17

心

,828 17,828

し

17,844 17,8

て

44 17,844 0 1

住

7,844 0

国庫支出

み

金 0 0 0 0 0 0 0 0 0

続

0

県支出金 0 0 0 0 0

け

0 0 0 0 0

市　　債 0

ら

20,200 4,00

れ

0 31,000 24,

る

000 24,000 2

持

4,000 0 24,0

続

00 0

そ の 他 0 0

可

0 0 0 0 0 0 0 0

一般

能

財源（税等） 127,

な

680 106,248

ま

127,680 108

ち

,925 107,68

事

0 105,567 10

業

7,680 0 107,

区

680 0

所要人数 正規

分

職員 2.29 2.29

(

2.29 2.29 2.

2

29 2.29 2.29

)

0.00 2.29 0.

自

00

（人） 正規職員以

治

外 0.00 0.00 0

事

.00 0.00 0.0

務

0 0.00 0.00 0

○

.00 0.00 0.0

法

0

主な予算内訳
委託料

定

90,224千円　需

受

用費12,138千円

託事務

３　目

そ

標及び実績
指標名 単位

の

令和04年度 令和05

他

年度 令和06年度 令和

政

07年度 令和08年度

　

活
動
指
標

要望受付件数

策

件
目標値

実績値 92 9

３

8 84

達成度(%) %

豊

% % % %

目標値

実績値

か

達成度(%)

成
果
指
標

な

修繕箇所件数
件

目標値

暮

実績値 92 98 84

達

ら

成度(%) % % % % %

し

目標値

実績値

達成度(

を

%)

支える住環境の整備 会計 一般会計

款 土木費

施　策 ２
河川・水

事

路の整備 会計・ 項 下水道費

予算区分 目 水路維持費

取組方針 ２
水路の改修 大事業 水路維持事業

中事業 水路維持事業

事業種別 継続 関連個別計画

事業年度 無し ～ 無し 担当課・担当課長・Tel 河川港湾課 森田　敏弘 435-109

業

0

事業実施の根拠法令 関連課 下水道管理課

１　事業内容
（「誰・何」をどういう状態にするための事業か） 全体事業概要

事
業
目
的

市街化区域内にある法定外水路等、当課管理の水路の通水

チ

管理 市街化区域内にある法定外水路等、当課管理の水路の通水管理

事
業
内
容

令和04年度 令和05年度 令和06年度 令和07年度 令和08年度

泥、ゴミの堆積により水路の 泥、ゴミの堆積により水路の 泥、ゴミの堆積により

ェ

水路の 泥、ゴミの堆積により水路の 泥、ゴミの堆積により水路の

通水機能が損なわれる場合に 通水機能が損なわれる場合に 通水機能が損なわれる場合に 通水機能が損なわれる場合に 通水機能が損なわれ

事

る場合に

浚渫をするこ

ッ

務

とにより、適正 浚渫を

事

することにより、適正

業

浚渫をすることにより

N

、適正 浚渫をすること

o

により、適正 浚渫をす

事

ることにより、適正

な

業

通水機能が保たれた状

名

態と な通水機能が保た

[

れた状態と な通水機能

事

が保たれた状態と な通

ク

業

水機能が保たれた状態

基

と な通水機能が保たれ

本

た状態と

する。また、

情

頻繁に堆積する する。

報

また、頻繁に堆積する

]

する。また、頻繁に堆

1

積する する。また、頻

2

繁に堆積する する。ま

5

た、頻繁に堆積する

場

0

所については底面等に

シ

2

コン 場所については底

水

面等にコン 場所につい

路

ては底面等にコン 場所

維

については底面等にコ

持

ン 場所については底面

事

等にコン

クリート打ち

業

の工事を行い対 クリー

事

ト打ちの工事を行い対

業

クリート打ちの工事を

区

行い対 クリート打ちの

ー

分

工事を行い対 クリート

(

打ちの工事を行い対

応

1

する。 応する。 応する

)

。 応する。 応する。

事業経費

２　事

管

業コスト

事業費等（千

理

円）
令和04年度 令和



性]事業手段は妥当か ○ 現行の手段でよい 一部見直しが必要 見直しが必要

[妥当性]官民の役割は妥当か ○ 市が行うべき 他の主体との協働も可能 市が行う必要性は薄れている

[妥当性]緊急的に取り組む必要はあるか 急いで取り組む ○ 中長期的に取り組む 緊急性は薄い

[有効性]更に効果が期待できるか ○ できる あまりできない できない

[有効性]成果目標はどの程度達成しているか ○ 達成している（90%以上） おおむね達成（70～90%未満） 達成していない（70%未満）

[有効性]上位施策への貢献度 ○ 重要かつ高い貢献度がある 一定の貢献度がある 貢献度は低い

[効率性]事業費を抑制できるか ○ できない 制約はあるが可能性はある できる

[効率性]受益者負担の見直し 適正 ○ 負担は求められない 見直しが必要

５　今後の方向性（担当課評価）

事
業
内
容
の
方
向
性

充実

現状維持 ○

縮小

廃止

ゼロ 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

浸水被害を軽減するため、今後も修繕、維持工事、浚渫等により通水機能の確保に努める必要がある。

担当課評価の根拠

市単独事業の水路維持事業については、

４

創設された地方債を積

　

極的に活用し事業を進

事

めていく必要がある。

業

緊急浚渫推進事業債（

の

充当率100％　交付

評

税措置率70％）　令

価

和１１年度まで

見直し

評

・改善内容

価基準

[妥当性]事業のニーズはあるか ○ 増加している 横ばい 減少している

[妥当



事務 ト

業

0 0 0 0 0 0

小計 3,

経

801 3,801 3,

費

815 3,815 3,

管

819 3,819 3,

理

819 0 3,819 0

経

国庫支出金 0 0 0 0 0

費

0 0 0 0 0

県支出金 0

○

0 0 0 0 0 0 0 0 0

市

[

　　債 42,700 1

長

2,700 42,70

期

0 45,900 53,

総

700 97,400 2

合

5,000 0 25,0

計

00 0

そ の 他 0 2

画

,707 0 0 37,0

]

00 26,066 26

そ

6,700 0 266,

の

700 0

一般財源（税

他

等） 4,903 62 4

分

,903 139 1,5

野

80 1,171 3,3

別

30 0 3,330 0

所

目

要人数 正規職員 0.4

標

9 0.49 0.49 0

４

.49 0.49 0.4

誰

9 0.49 0.00 0

も

.49 0.00

（人）

が

正規職員以外 0.00

安

0.00 0.00 0.

心

00 0.00 0.00

し

0.00 0.00 0.

て

00 0.00

主な予算

住

内訳
工事請負費　51

み

,780千円

続けら

３　目標及び実

れ

績
指標名 単位 令和04

る

年度 令和05年度 令和

持

06年度 令和07年度

続

令和08年度

活
動
指
標

可

要望受付件数
件

目標値

能

実績値 4 3 4

達成度(

な

%) % % % % %

目標値

ま

実績値

達成度(%)

成

ち

果
指
標

工事発注件数
件

事

目標値

実績値 4 3 3

達

業

成度(%) % % % % %

区

目標値

実績値

達成度(

分

%)

(2)
自治事務 ○ 法定受託事務

その他

政　策 ３
豊かな暮らしを支える住環境の整備 会計 一般会計

款 土木費

施　策

事

２
河川・水路の整備 会計・ 項 下水道費

予算区分 目 下水路整備事業費

取組方針 ２
水路の改修 大事業 下水路整備事業

中事業 下水路整備事業（単独）

事業種別 継続 関連個別計画

事業年度 無し ～ 無し 担当課・担当課長・Tel 河川港

業

湾課 森田　敏弘 435-1090

事業実施の根拠法令 関連課 下水道管理課

１　事業内容
（「誰・何」をどういう状態にするための事業か） 全体事業概要

事
業
目
的

公共下水道を除く下水道管

チ

渠及び市街化区域内水路の下水路整備によ 公共下水道区域を除く区域で管渠等を整備することで、排水を良好にし、生活環境の向上を図るもの。

り浸水被害の軽減を図る。

事
業
内
容

令和04年度 令和05年度 令和06年度 令

ェ

和07年度 令和08年度

公共下水道区域を除く区域で 公共下水道区域を除く区域で 公共下水道区域を除く区域で 公共下水道区域を除く区域で 公共下水道区域を除く区域で

管渠等を整備することで、排 管

事

渠等を整備することで

ッ

務

、排 管渠等を整備する

事

ことで、排 管渠等を整

業

備することで、排 管渠

N

等を整備することで、

o

排

水を良好にし、生活

事

環境の向 水を良好にし

業

、生活環境の向 水を良

名

好にし、生活環境の向

[

水を良好にし、生活環

事

境の向 水を良好にし、

ク

業

生活環境の向

上を図る

基

上を図る 上を図る 上を

本

図る 上を図る

情報]

1

２　事業コス

2

ト

事業費等（千円）
令

5

和04年度 令和05年

0

度 令和06年度 令和0

シ

4

7年度 令和08年度

当

下

初予算 決算 当初予算 決

水

算 当初予算 決算 当初予

路

算 決算 計画 決算

事業費

整

47,603 15,4

備

69 47,603 46

事

,039 92,280

業

124,637 295

（

,030 0 295,0

単

30 0

伸び率（％） 0

ー

独

% △80.6% 0% 1

）

97.6% 93.9%

事

170.7% 219.

業

7% △100% 0% 0

区

%

人件費
正規職員 3,

分

801 3,801 3,

(

815 3,815 3,

1

819 3,819 3,

)

819 0 3,819 0

事

正規職員以外 0 0 0 0



性]事業手段は妥当か ○ 現行の手段でよい 一部見直しが必要 見直しが必要

[妥当性]官民の役割は妥当か ○ 市が行うべき 他の主体との協働も可能 市が行う必要性は薄れている

[妥当性]緊急的に取り組む必要はあるか 急いで取り組む ○ 中長期的に取り組む 緊急性は薄い

[有効性]更に効果が期待できるか ○ できる あまりできない できない

[有効性]成果目標はどの程度達成しているか 達成している（90%以上） ○ おおむね達成（70～90%未満） 達成していない（70%未満）

[有効性]上位施策への貢献度 ○ 重要かつ高い貢献度がある 一定の貢献度がある 貢献度は低い

[効率性]事業費を抑制できるか ○ できない 制約はあるが可能性はある できる

[効率性]受益者負担の見直し 適正 ○ 負担は求められない 見直しが必要

５　今後の方向性（担当課評価）

事
業
内
容
の
方
向
性

充実 ○

現状維持

縮小

廃止

ゼロ 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

　近年は地球温暖化による気候変動に伴う台風や集中豪雨の増加が危惧されており、浸水被害の軽減及び災害の未然防止を

図るため、今後も水路及び下水道管渠

４

の改良及び老朽化対策

　

を進めていく必要があ

事

る。

担当課評価の根拠

業

　市単独事業の下水路

の

整備事業については、

評

創設された地方債を積

価

極的に活用し事業を進

評

めていく必要がある。

価

　緊急自然災害防止対

基

策事業債（充当率10

準

0％　交付税措置率7

[

0％）　令和７年度ま

妥

で

見直し・改善内容

当性]事業のニーズはあるか ○ 増加している 横ばい 減少している

[妥当



事務 ト

事

1,808 1,808

業

1,833 1,833

経

1,843 1,863

費

1,863 0 1,86

○

3 0

小計 28,958

管

28,415 28,5

理

36 26,823 28

経

,726 27,499

費

28,512 0 28,

[

512 0

国庫支出金 1

長

03,378 94,0

期

52 98,378 74

総

,312 72,571

合

23,407 72,5

計

71 0 72,571 0

画

県支出金 90,570

]

59,698 90,5

そ

70 45,122 66

の

,854 48,438

他

72,571 0 72,

分

571 0

市　　債 0 0

野

0 0 0 0 0 0 0 0

そ 

別

の 他 0 0 0 0 0 0 0

目

0 0 0

一般財源（税等

標

） 141,181 77

４

,812 109,92

誰

1 31,839 82,

も

058 77,074 7

が

6,284 0 76,2

安

84 0

所要人数 正規職

心

員 3.50 3.43 3

し

.43 3.21 3.4

て

5 3.29 3.42 0

住

.00 3.42 0.0

み

0

（人） 正規職員以外

続

0.95 0.95 0.

け

95 0.95 0.95

ら

0.96 0.96 0.

れ

00 0.96 0.00

る

主な予算内訳
浄化槽設

持

置費補助金　221,

続

483千円

可能な

３　目標及び実績

ま

指標名 単位 令和04年

ち

度 令和05年度 令和0

事

6年度 令和07年度 令

業

和08年度

活
動
指
標

合

区

併処理浄化槽の設置補

分

助基数
基

目標値 107

(

5 1075 775 77

2

5 775

実績値 742

)

580 539

達成度(

自

%) 69.0% 54.

治

0% 69.5% % %

目

事

標値

実績値

達成度(%

務

)

成
果
指
標

合併処理浄

○

化槽の設置補助累計基

法

数
基

目標値 26403

定

27478 28253

受

29028 29803

託

実績値 26070 26

事

650 27189

達成

務

度(%) 98.7% 9

そ

7.0% 96.2% %

の

%

目標値

実績値

達成度

他

(%)

政　策 ３
豊かな暮らしを支える住環境の整備 会計 一般会計

款 衛生費

施　

事

策 ４
生活排水対策の推進 会計・ 項 清掃費

予算区分 目 清掃総務費

取組方針 ２
公共下水道（汚水）事業計画区域外における生活排水処理 大事業 清掃総務事業

施設の整備推進 中事業 合併浄化槽設置整備促進事業

事業種別 継続 関連個

業

別計画

事業年度 無し ～ 無し 担当課・担当課長・Tel 浄化衛生課 原田　純宏 435-1067

事業実施の根拠法令 関連課

１　事業内容
（「誰・何」をどういう状態にするための事業か） 全

チ

体事業概要

事
業
目
的

公衆衛生の向上と生活排水による公共用水域の水質汚濁を防止するた 公衆衛生の向上と生活排水による公共用水域の水質汚濁を防止するため、公共下水道との整合性を図りな

め、合併処理浄化槽の設置を

ェ

促進する。 がら、合併処理浄化槽の設置を促進する。

事
業
内
容

令和04年度 令和05年度 令和06年度 令和07年度 令和08年度

補助金申込者742人に対し、 補助金申込者580人に対し、 補助金申

事

込者539人に対し、

ッ

務

合併処理浄化槽を設置

事

する者 合併処理浄化槽

業

を設置する者

合併処理

N

浄化槽を設置する者 合

o

併処理浄化槽を設置す

事

る者 合併処理浄化槽を

業

設置する者 に補助金を

名

支出する。 に補助金を

[

支出する。

に補助金を

事

支出した。 に補助金を

ク

業

支出した。 に補助金を

基

支出した。

本情報]

２　事業コスト

1

事業費等（千円）
令和

1

04年度 令和05年度

2

令和06年度 令和07

8

年度 令和08年度

当初

シ

合

予算 決算 当初予算 決算

併

当初予算 決算 当初予算

浄

決算 計画 決算

事業費 3

化

35,129 231,

槽

562 298,869

設

151,273 221

置

,483 148,91

整

9 221,426 0 2

備

21,426 0

伸び率

促

（％） 37.2% 11

ー

進

.7% △10.8% △

事

34.7% △25.9

業

% △1.6% 0% △1

事

00% 0% 0%

人件費

業

正規職員 27,150

区

26,607 26,7

分

03 24,990 26

(

,883 25,636

1

26,649 0 26,

)

649 0

正規職員以外



性

排水による公共用水域

]

の水質汚濁を防止し、

事

社会環境の改善に大き

業

く寄与する

。

手段は妥当か ○ 現行の手段でよい 一部見直しが必要 見直しが必要

[妥当性]官民の役割は妥当か ○ 市が行うべき 他の主体との協働も可能 市が行う必要性は薄れている

[妥当性]緊急的に取り組む必要はあるか 急いで取り組む ○ 中長期的に取り組む 緊急性は薄い

[有効性]更に効果が期待できるか ○ できる あまりできない できない

[有効性]成果目標はどの程度達成しているか ○ 達成している（90%以上） おおむね達成（70～90%未満） 達成していない（70%未満）

[有効性]上位施策への貢献度 ○ 重要かつ高い貢献度がある 一定の貢献度がある 貢献度は低い

[効率性]事業費を抑制できるか ○ できない 制約はあるが可能性はある できる

[効率性]受益者負担の見直し ○ 適正 負担は求められない 見直しが必要

５　今後の方向性（担当課評価）

事
業
内
容
の
方
向
性

充実

現状維持 ○

縮小

廃止

ゼロ 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

生活環境の保全及び公共用水域の水質汚濁防止を図るため、公共下水道事業計画区域等以外での合併処理浄化槽の設置費補

助並びに、くみ取り便槽又は単独処理

４

浄化槽からの転換に伴

　

う撤去費補助及び配管

事

設備費補助の補助金制

業

度を広報等で周知

し、

の

合併処理浄化槽の普及

評

促進と公衆衛生の向上

価

を推進していく。

担当

評

課評価の根拠

循環型社

価

会形成推進地域計画に

基

基づき、環境省の循環

準

型社会形成推進交付金

[

により、令和４年度か

妥

ら令和８年度までの５

当

年

間で5,375基の

性

設置計画のもと、 国

]

庫補助1/3、県費補

事

助0.9/3をもって

業

事業を実施してきた（

の

配管設備費補助は1/

ニ

3）が、

令和６年度か

ー

ら目標設置基数を10

ズ

75基から775基に

は

見直したことにより、

あ

令和４年度から令和８

る

年度までの5年間の設

か

置計画

を4,475基

増

とした。また、令和６

加

年度から県費補助が1

し

/3となり、従前から

て

実施してきた単独処理

い

浄化槽の撤去費と、く

る

み取

見直し・改善内容

○

り便槽及び単独処理浄

横

化槽からの転換に伴う

ば

配管設備費の上乗せ補

い

助に加えて、令和５年

減

度から単独処理浄化槽

少

の撤去費限

度額の増と

し

、くみ取り便槽の撤去

て

及び単独処理浄化槽の

い

雨水貯留槽への再利用

る

費を引き続き補助対象

[

とすることで、合併処

妥

理浄化槽への転換をよ

当

り強力に進め、生活雑



事務 ト

理

1,085 1,100

経

1,100 1,106

費

0 1,106 0 1,1

○

06 0

小計 4,886

[

4,886 4,915

長

4,915 4,925

期

3,819 4,925

総

0 4,925 0

国庫支

合

出金 0 0 0 0 0 0 0 0

計

0 0

県支出金 0 0 0 0

画

0 0 0 0 0 0

市　　債

]

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

そ

そ の 他 3,718

の

0 3,919 0 3,6

他

64 0 3,613 0 3

分

,613 0

一般財源（

野

税等） 395 4,03

別

3 446 4,247 7

目

80 4,439 970

標

0 970 0

所要人数 正

４

規職員 0.49 0.4

誰

9 0.49 0.49 0

も

.49 0.49 0.4

が

9 0.00 0.49 0

安

.00

（人） 正規職員

心

以外 0.57 0.57

し

0.57 0.57 0.

て

57 0.00 0.57

住

0.00 0.57 0.

み

00

主な予算内訳
委託

続

料3,877千円（機

け

械保守委託料、賦課徴

ら

収事務委託料）

れる持

３　目標及び

続

実績
指標名 単位 令和0

可

4年度 令和05年度 令

能

和06年度 令和07年

な

度 令和08年度

活
動
指

ま

標

現年度使用料請求件

ち

数（サニータウン、小

事

倉勝宝台、西田井団地

業

）
件

目標値 3028 3

区

036 3018

実績値

分

3013 3026 29

(

94

達成度(%) 99

2

.5% 99.7% 99

)

.2% % %

過年度使用

自

料請求件数（サニータ

治

ウン、小倉勝宝台、西

事

田井団地）
件

目標値 1

務

6 23 16

実績値 8 1

○

3 13

達成度(%) 5

法

0% 56.5% 81.

定

3% % %

成
果
指
標

現年

受

度収納率（サニータウ

託

ン、小倉勝宝台、西田

事

井団地）
%

目標値 10

務

0 100 100 100

そ

100

実績値 99.5

の

99.67 99.2

達

他

成度(%) 99.5%

政

99.7% 99.2%

　

% %

過年度収納率（サ

策

ニータウン、小倉勝宝

３

台、西田井団地）
%

目

豊

標値 45 45 45

実績

か

値 48.59 60.4

な

7 81.25

達成度(

暮

%) 108.0% 13

ら

4.4% 180.6%

し

% %

を支える住環境の整備 会計 一般会計

款 土木費

施　策 ４
生活排

事

水対策の推進 会計・ 項 下水道費

予算区分 目 下水道施設管理費

取組方針 ４
公共下水道事業・集落排水事業の適正管理 大事業 地域汚水処理施設管理事業

中事業 使用料徴収事業

事業種別 継続 関連個別計画

事業年度 無し ～ 無し 担当課

業

・担当課長・Tel 河川港湾課 森田　敏弘 435-1090

事業実施の根拠法令 関連課 下水道管理課、終末処理場管理課

１　事業内容
（「誰・何」をどういう状態にするための事業か） 全

チ

体事業概要

事
業
目
的

地域の生活環境の向上と水質保全のため、サニータウン及び小倉勝宝 サニータウン加太、小倉勝宝台、西田井団地における地域汚水処理施設の管理運営

台、西田井団地住民から排出される、し尿や生活排

ェ

水である汚水を処

理施設で処理し管理する。

事
業
内
容

令和04年度 令和05年度 令和06年度 令和07年度 令和08年度

サニータウン加太、小倉勝宝 サニータウン加太、小倉勝宝 サニータウン加太、小

事

倉勝宝 サニータウン加

ッ

務

太、小倉勝宝 サニータ

事

ウン加太、小倉勝宝

台

業

、西田井団地における

N

地域 台、西田井団地に

o

おける地域 台、西田井

事

団地における地域 台、

業

西田井団地における地

名

域 台、西田井団地にお

[

ける地域

汚水処理施設

事

の管理運営 汚水処理施

ク

業

設の管理運営 汚水処理

基

施設の管理運営 汚水処

本

理施設の管理運営 汚水

情

処理施設の管理運営

報]

12

２　事

4

業コスト

事業費等（千

9

円）
令和04年度 令和

シ

1

05年度 令和06年度

使

令和07年度 令和08

用

年度

当初予算 決算 当初

料

予算 決算 当初予算 決算

徴

当初予算 決算 計画 決算

収

事業費 4,113 4,

事

033 4,365 4,

業

247 4,444 4,

事

439 4,583 0 4

業

,583 0

伸び率（％

ー

区

） △1.1% △1.7

分

% 6.1% 5.3% 1

(

.8% 4.5% 3.1

1

% △100% 0% 0%

)

人件費
正規職員 3,8

事

01 3,801 3,8

業

15 3,815 3,8

経

19 3,819 3,8

費

19 0 3,819 0

正

管

規職員以外 1,085



性]事業手段は妥当か 現行の手段でよい ○ 一部見直しが必要 見直しが必要

[妥当性]官民の役割は妥当か ○ 市が行うべき 他の主体との協働も可能 市が行う必要性は薄れている

[妥当性]緊急的に取り組む必要はあるか 急いで取り組む ○ 中長期的に取り組む 緊急性は薄い

[有効性]更に効果が期待できるか できる ○ あまりできない できない

[有効性]成果目標はどの程度達成しているか ○ 達成している（90%以上） おおむね達成（70～90%未満） 達成していない（70%未満）

[有効性]上位施策への貢献度 重要かつ高い貢献度がある ○ 一定の貢献度がある 貢献度は低い

[効率性]事業費を抑制できるか ○ できない 制約はあるが可能性はある できる

[効率性]受益者負担の見直し ○ 適正 負担は求められない 見直しが必要

５　今後の方向性（担当課評価）

事
業
内
容
の
方
向
性

充実

現状維持 ○

縮小

廃止

ゼロ 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

賦課・徴収事務については、一部業務委託を実施した。使用料滞納分については収納率アップを目指し、歳入の確保に努め

る。

担当課評価の根拠

今後、引き取る

４

処理施設の増加や現処

　

理施設の老朽化による

事

大規模修繕等、維持管

業

理費の負担が増えれば

の

、使用料の改正も

必要

評

になる。

見直し・改善

価

内容

評価基準

[妥当性]事業のニーズはあるか 増加している ○ 横ばい 減少している

[妥当



事務 ト

経

7,602 7,630

費

7,630 7,637

○

7,637 7,637

[

0 7,637 0

正規職

長

員以外 0 0 0 0 0 0 0

期

0 0 0

小計 7,602

総

7,602 7,630

合

7,630 7,637

計

7,637 7,637

画

0 7,637 0

国庫支

]

出金 0 0 0 0 0 0 0 0

そ

0 0

県支出金 0 0 0 0

の

0 0 0 0 0 0

市　　債

他

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

分

そ の 他 23,46

野

9 0 23,705 0 2

別

3,934 27,23

目

2 23,617 0 23

標

,617 0

一般財源（

４

税等） 3,476 26

誰

,866 4,905 2

も

6,974 3,249

が

△803 4,675 0

安

4,675 0

所要人数

心

正規職員 0.98 0.

し

98 0.98 0.98

て

0.98 0.98 0.

住

98 0.00 0.98

み

0.00

（人） 正規職

続

員以外 0.00 0.0

け

0 0.00 0.00 0

ら

.00 0.00 0.0

れ

0 0.00 0.00 0

る

.00

主な予算内訳
管

持

理委託料24,125

続

千円

可能

３

な

　目標及び実績
指標名

ま

単位 令和04年度 令和

ち

05年度 令和06年度

事

令和07年度 令和08

業

年度

活
動
指
標

処理場及

区

び中継ポンプ場の適正

分

な運転管理
件

目標値

実

(

績値 4 4 4

達成度(%

2

) % % % % %

目標値

実

)

績値

達成度(%)

成
果

自

指
標

水質基準達成率：

治

（基準達成回数／年間

事

検査分析回数）×１０

務

０
％

目標値 100 10

○

0 100 100 100

法

実績値 100 100 1

定

00

達成度(%) 10

受

0% 100% 100%

託

% %

目標値

実績値

達成

事

度(%)

務

その他

政　策 ３
豊かな暮らしを支える住環境の整備 会計 一般会計

款 土木費

施　策 ４
生活排水

事

対策の推進 会計・ 項 下水道費

予算区分 目 下水道施設管理費

取組方針 ４
公共下水道事業・集落排水事業の適正管理 大事業 地域汚水処理施設管理事業

中事業 施設管理事業

事業種別 継続 関連個別計画

事業年度 無し ～ 無し 担当課・担

業

当課長・Tel 河川港湾課 森田　敏弘 435-1090

事業実施の根拠法令 水質汚濁防止法 関連課 下水道管理課、終末処理場管理課

１　事業内容
（「誰・何」をどういう状態にするための

チ

事業か） 全体事業概要

事
業
目
的

加太サニータウン汚水処理施設（中継ポンプ場含む）、小倉勝宝台及 区域内の家庭排水等を浄化し公共用水域の保全をめざす。

び西田井団地の汚水処理施設の運転管理事業を含む維持管理。

事

ェ

業
内
容

令和04年度 令和05年度 令和06年度 令和07年度 令和08年度

加太サニータウン、小倉勝宝 加太サニータウン、小倉勝宝 加太サニータウン、小倉勝宝 加太サニータウン、小倉勝宝 加太サニー

事

タウン、小倉勝宝

台及

ッ

務

び西田井団地の汚水処

事

理 台及び西田井団地の

業

汚水処理 台及び西田井

N

団地の汚水処理 台及び

o

西田井団地の汚水処理

事

台及び西田井団地の汚

業

水処理

施設に流入する

名

水の処理を行 施設に流

[

入する水の処理を行 施

事

設に流入する水の処理

ク

業

を行 施設に流入する水

基

の処理を行 施設に流入

本

する水の処理を行

い、

情

適切な管理を行う。 い

報

、適切な管理を行う。

]

い、適切な管理を行う

1

。 い、適切な管理を行

2

う。 い、適切な管理を

5

行う。

0

シ

3 施設

２　事業コスト

事業

管

費等（千円）
令和04

理

年度 令和05年度 令和

事

06年度 令和07年度

業

令和08年度

当初予算

事

決算 当初予算 決算 当初

業

予算 決算 当初予算 決算

区

計画 決算

事業費 26,

ー

分

945 26,866 2

(

8,610 26,97

1

4 27,183 26,

)

429 28,292 0

事

28,292 0

伸び率

業

（％） 3.7% 8.1

経

% 6.2% 0.4% △

費

5% △2% 4.1% △

管

100% 0% 0%

人件

理

費
正規職員 7,602



性]事業手段は妥当か ○ 現行の手段でよい 一部見直しが必要 見直しが必要

[妥当性]官民の役割は妥当か 市が行うべき ○ 他の主体との協働も可能 市が行う必要性は薄れている

[妥当性]緊急的に取り組む必要はあるか 急いで取り組む ○ 中長期的に取り組む 緊急性は薄い

[有効性]更に効果が期待できるか できる ○ あまりできない できない

[有効性]成果目標はどの程度達成しているか ○ 達成している（90%以上） おおむね達成（70～90%未満） 達成していない（70%未満）

[有効性]上位施策への貢献度 ○ 重要かつ高い貢献度がある 一定の貢献度がある 貢献度は低い

[効率性]事業費を抑制できるか できない ○ 制約はあるが可能性はある できる

[効率性]受益者負担の見直し 適正 ○ 負担は求められない 見直しが必要

５　今後の方向性（担当課評価）

事
業
内
容
の
方
向
性

充実

現状維持 ○

縮小

廃止

ゼロ 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

本事業は、加太サニータウン汚水処理施設等の運転及び維持管理を円滑に行うことで、区域内にお住まいの市民の健康を保

護するとともに、生活環境の保全及び

４

公共水域の水質保全に

　

寄与することを目的と

事

している。このことか

業

ら、現状を維持し

継続

の

していく必要がある。

評

担当課評価の根拠

運転

価

管理については、水処

評

理の状態把握に努め、

価

より効率的な運転方法

基

を模索し、電気料金等

準

のコスト削減に努めて

[

いく。

維持管理につい

妥

ては、設備の故障によ

当

る水質の悪化及び突発

性

故障による事業コスト

]

の増加を防ぐため、重

事

要な設備について

は、

業

計画的に点検整備又は

の

更新を行い、安定した

ニ

水処理及び設備の長寿

ー

命化に努めていく。

見

ズ

直し・改善内容

はあるか 増加している ○ 横ばい 減少している

[妥当



事務 ト

費

2,690 12,69

○

0 12,701 12,

[

701 12,701 0

長

12,701 0

正規職

期

員以外 0 0 0 0 0 0 0

総

0 0 0

小計 12,64

合

4 12,644 12,

計

690 12,690 1

画

2,701 12,70

]

1 12,701 0 12

そ

,701 0

国庫支出金

の

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

他

県支出金 0 0 0 0 0 0

分

0 0 0 0

市　　債 0 0

野

0 0 0 0 0 0 0 0

そ 

別

の 他 1,134 1,

目

807 1,134 1,

標

780 1,134 2,

４

324 1,398 0 1

誰

,398 0

一般財源（

も

税等） △422 △1,

が

110 △447 △1,

安

108 △397 △1,

心

596 △635 0 △6

し

35 0

所要人数 正規職

て

員 1.63 1.63 1

住

.63 1.63 1.6

み

3 1.63 1.63 0

続

.00 1.63 0.0

け

0

（人） 正規職員以外

ら

0.00 0.00 0.

れ

00 0.00 0.00

る

0.00 0.00 0.

持

00 0.00 0.00

続

主な予算内訳
公有財産

可

購入費339千円

能なま

３　目標及

ち

び実績
指標名 単位 令和

事

04年度 令和05年度

業

令和06年度 令和07

区

年度 令和08年度

活
動

分

指
標

河川等占使用申請

(

受付件数
件

目標値

(河

2

川等占用料＋河川等手

)

数料＋行政財産使用許

自

可件数） 実績値 662

治

803 685

達成度(

事

%) % % % % %

開発協

務

議における管理協定書

○

の締結件数
件

目標値

実

法

績値 26 27 18

達成

定

度(%) % % % % %

成

受

果
指
標

排水施設の寄附

託

採納件数
件

目標値

実績

事

値 0 0 0

達成度(%)

務

% % % % %

目標値

実績

そ

値

達成度(%)

の他

政　策 ３
豊かな暮らしを支える住環境の整備 会計 一般会計

款 土木費

施　策 ４
生活排水対

事

策の推進 会計・ 項 下水道費

予算区分 目 下水道総務費

取組方針 ４
公共下水道事業・集落排水事業の適正管理 大事業 下水道総務事業

中事業 下水道管理

事業種別 継続 関連個別計画

事業年度 無し ～ 無し 担当課・担当課長・Tel 河川

業

港湾課 森田　敏弘 435-1090

事業実施の根拠法令 関連課

１　事業内容
（「誰・何」をどういう状態にするための事業か） 全体事業概要

事
業
目
的

下水道財産の適正な管理を行う 下水道

チ

財産の適正な管理を行う

事
業
内
容

令和04年度 令和05年度 令和06年度 令和07年度 令和08年度

行政財産及び河川等占使用申 行政財産及び河川等占使用申 行政財産及び河川等占使用申 行政財産及び河川等占使用申 行政財

ェ

産及び河川等占使用申

請に伴う許可書の発行 請に伴う許可書の発行 請に伴う許可書の発行 請に伴う許可書の発行 請に伴う許可書の発行

排水施設の寄附申請に伴う採 排水施設の寄附申請に伴う採 排水施設

事

の寄附申請に伴う採 排

ッ

務

水施設の寄附申請に伴

事

う採 排水施設の寄附申

業

請に伴う採

納決定通知

N

書の発行 納決定通知書

o

の発行 納決定通知書の

事

発行 納決定通知書の発

業

行 納決定通知書の発行

名

開発行為により設置さ

[

れる排 開発行為により

事

設置される排 開発行為

ク

業

により設置される排 開

基

発行為により設置され

本

る排 開発行為により設

情

置される排

水施設の管

報

理協定書の締結 水施設

]

の管理協定書の締結 水

1

施設の管理協定書の締

2

結 水施設の管理協定書

5

の締結 水施設の管理協

0

定書の締結

シ

6 下水道

２　事業コスト

管

事業費等（千円）
令和

理

04年度 令和05年度

事

令和06年度 令和07

業

年度 令和08年度

当初

区

予算 決算 当初予算 決算

分

当初予算 決算 当初予算

ー

(

決算 計画 決算

事業費 7

1

12 697 687 67

)

2 737 728 763

事

0 763 0

伸び率（％

業

） △1% △1.7% △

経

3.5% △3.6% 7

費

.3% 8.3% 3.5

管

% △100% 0% 0%

理

人件費
正規職員 12,

経

644 12,644 1



性]事業手段は妥当か 現行の手段でよい ○ 一部見直しが必要 見直しが必要

[妥当性]官民の役割は妥当か ○ 市が行うべき 他の主体との協働も可能 市が行う必要性は薄れている

[妥当性]緊急的に取り組む必要はあるか 急いで取り組む ○ 中長期的に取り組む 緊急性は薄い

[有効性]更に効果が期待できるか ○ できる あまりできない できない

[有効性]成果目標はどの程度達成しているか ○ 達成している（90%以上） おおむね達成（70～90%未満） 達成していない（70%未満）

[有効性]上位施策への貢献度 ○ 重要かつ高い貢献度がある 一定の貢献度がある 貢献度は低い

[効率性]事業費を抑制できるか ○ できない 制約はあるが可能性はある できる

[効率性]受益者負担の見直し 適正 ○ 負担は求められない 見直しが必要

５　今後の方向性（担当課評価）

事
業
内
容
の
方
向
性

充実 ○

現状維持

縮小

廃止

ゼロ 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

開発行為により民間で施工する排水施設に関して、市の施工基準に則り、適正な施工を指導し、管理協定を締結することに

より、採納業務の効率化が図れる。

担

４

当課評価の根拠

開発行

　

為による排水施設の管

事

理の引継ぎを行った場

業

合、その多くが老朽化

の

した施設であることが

評

見込まれるため、コス

価

ト投

入の拡大は避けら

評

れない。

見直し・改善

価

内容

基準

[妥当性]事業のニーズはあるか 増加している ○ 横ばい 減少している

[妥当



事務 ト

費

443 25,535 2

○

5,068 25,09

管

1 25,792 25,

理

792 0 25,792

経

0

正規職員以外 0 0 0

費

0 0 0 0 0 0 0

小計 2

[

6,142 25,44

長

3 25,535 25,

期

068 25,091 2

総

5,792 25,79

合

2 0 25,792 0

国

計

庫支出金 0 0 0 0 0 0

画

0 0 0 0

県支出金 0 0

]

0 0 0 0 0 0 0 0

市　

そ

　債 0 0 0 0 0 0 72

の

,900 0 0 0

そ の

他

 他 1 1 10,252

分

7,521 1 1 1 0 1

野

0

一般財源（税等） 1

別

60,638 155,

目

327 212,903

標

211,676 226

４

,970 206,17

誰

0 279,054 0 3

も

51,954 0

所要人

が

数 正規職員 3.37 3

安

.28 3.28 3.2

心

2 3.22 3.31 3

し

.31 0.00 3.3

て

1 0.00

（人） 正規

住

職員以外 0.00 0.

み

00 0.00 0.00

続

0.00 0.00 0.

け

00 0.00 0.00

ら

0.00

主な予算内訳

れ

消耗品費97,673

る

千円、光熱水費44,

持

880千円、管理委託

続

料77,717千円　

可

等

能な

３　

ま

目標及び実績
指標名 単

ち

位 令和04年度 令和0

事

5年度 令和06年度 令

業

和07年度 令和08年

区

度

活
動
指
標

和歌山市全

分

域から投入されるし尿

(

及び浄化槽汚泥の全量

2

を適正に処理
kl

目標

)

値

する 実績値 170,

自

497 170,567

治

169,262

達成度

事

(%) 100% 100

務

% 100% % %

目標値

○

実績値

達成度(%)

成

法

果
指
標

施設稼働率（施

定

設稼動日数/年間日数

受

）＊100
%

目標値 1

託

00 100 100

実績

事

値 100 100 100

務

達成度(%) 100%

そ

100% 100% % %

の

水質基準達成率(基準

他

達成回数/実施回数）

政

＊100
%

目標値 10

　

0 100 100

実績値

策

100 100 100

達

３

成度(%) 100% 1

豊

00% 100% % %

かな暮らしを支える住環境の整備 会計 一般会計

款 衛生費

施　策 ４
生

事

活排水対策の推進 会計・ 項 清掃費

予算区分 目 屎尿処理場費

取組方針 ５
し尿及び浄化槽汚泥の適正処理 大事業 屎尿処理事業

中事業 し尿処理施設管理事業

事業種別 継続 関連個別計画

事業年度 無し ～ 無し 担当課・担当課長・Tel

業

青岸清掃センター 野上　朋紀 428-4153

事業実施の根拠法令 廃棄物の処理及び清掃に関する法律 関連課

１　事業内容
（「誰・何」をどういう状態にするための事業か） 全体事業概要

チ

事
業
目
的

汚泥再生処理センターを適切に管理運営し、収集されたし尿及び浄化 市内全域から収集されたし尿及び浄化槽汚泥の全量を汚泥再生処理センターで適正に処理し、住民の生活

槽汚泥を処理する。 環境の保全を図る。

ェ

事
業
内
容

令和04年度 令和05年度 令和06年度 令和07年度 令和08年度

収集されたし尿及び浄化槽汚 収集されたし尿及び浄化槽汚 収集されたし尿及び浄化槽汚 収集されたし尿及び浄化槽汚 収集され

事

たし尿及び浄化槽汚

泥

ッ

務

を処理するためにかか

事

る汚 泥を処理するため

業

にかかる汚 泥を処理す

N

るためにかかる汚 泥を

o

処理するためにかかる

事

汚 泥を処理するために

業

かかる汚

泥再生処理セ

名

ンター管理運営 泥再生

[

処理センター管理運営

事

泥再生処理センター管

ク

業

理運営 泥再生処理セン

基

ター管理運営 泥再生処

本

理センター管理運営

に

情

要する経費。 に要する

報

経費。 に要する経費。

]

に要する経費。 に要す

8

る経費。

426

シ

し

２　事業コスト

事

尿

業費等（千円）
令和0

処

4年度 令和05年度 令

理

和06年度 令和07年

施

度 令和08年度

当初予

設

算 決算 当初予算 決算 当

管

初予算 決算 当初予算 決

理

算 計画 決算

事業費 16

事

0,639 155,3

業

28 223,155 2

ー

事

19,197 226,

業

971 206,171

区

351,955 0 35

分

1,955 0

伸び率（

(

％） 0.9% 11.1

1

% 38.9% 41.1

)

% 1.7% △5.9%

事

55.1% △100%

業

0% 0%

人件費
正規職

経

員 26,142 25,



性]事業手段は妥当か ○ 現行の手段でよい 一部見直しが必要 見直しが必要

[妥当性]官民の役割は妥当か 市が行うべき ○ 他の主体との協働も可能 市が行う必要性は薄れている

[妥当性]緊急的に取り組む必要はあるか 急いで取り組む 中長期的に取り組む ○ 緊急性は薄い

[有効性]更に効果が期待できるか できる あまりできない ○ できない

[有効性]成果目標はどの程度達成しているか ○ 達成している（90%以上） おおむね達成（70～90%未満） 達成していない（70%未満）

[有効性]上位施策への貢献度 重要かつ高い貢献度がある ○ 一定の貢献度がある 貢献度は低い

[効率性]事業費を抑制できるか ○ できない 制約はあるが可能性はある できる

[効率性]受益者負担の見直し 適正 ○ 負担は求められない 見直しが必要

５　今後の方向性（担当課評価）

事
業
内
容
の
方
向
性

充実

現状維持 ○

縮小

廃止

ゼロ 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

一般廃棄物の適正処理は地方自治体の責務であり、また自治事務であるため、計画どおり進める必要がある。

担当課評価の根拠

今後も搬入されるし尿及び浄化槽

４

汚泥の性状や量に対応

　

しつつ、施設の維持管

事

理に適切な措置を講ず

業

るとともに、効率的な

の

運営に努める。

見直し

評

・改善内容

価
評価基準

[妥当性]事業のニーズはあるか 増加している ○ 横ばい 減少している

[妥当



事務 ト

経

2,534 13,48

費

1 12,779 13,

[

325 0 13,325

長

0

国庫支出金 0 0 0 0

期

0 0 0 0 0 0

県支出金

総

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

合

市　　債 0 0 0 0 0 0

計

0 0 0 0

そ の 他 9

画

45 840 1,035

]

1,135 1,925

そ

2,664 1,060

の

0 1,060 0

一般財

他

源（税等） 6,859

分

4,157 6,408

野

4,542 5,335

別

1,961 6,234

目

0 6,234 0

所要人

標

数 正規職員 1.75 1

４

.72 1.72 1.6

誰

1 1.73 1.64 1

も

.71 0.00 1.7

が

1 0.00

（人） 正規

安

職員以外 0.00 0.

心

00 0.00 0.00

し

0.00 0.00 0.

て

00 0.00 0.00

住

0.00

主な予算内訳

み

手数料　3,267千

続

円　汲取委託料　2,

け

052千円　災害扶助

ら

費　701千円

れる持

３　目標及び

続

実績
指標名 単位 令和0

可

4年度 令和05年度 令

能

和06年度 令和07年

な

度 令和08年度

活
動
指

ま

標

不法投棄件数
件

目標

ち

値 0 0 0 0 0

実績値 6

事

4 ４

達成度(%) 0%

業

0% ０% % %

目標値

実

区

績値

達成度(%)

成
果

分

指
標

苦情件数
件

目標値

(

30 30 30 30 30

2

実績値 21 31 30

達

)

成度(%) 100% 0

自

% 100% % %

目標値

治

実績値

達成度(%)

事務 ○ 法定受託事務

その他

政　策 ３
豊かな暮らしを支える住環境の整備 会計 一般会計

款 衛生費

施　策 ４
生活排水対

事

策の推進 会計・ 項 清掃費

予算区分 目 清掃総務費

取組方針 ５
し尿及び浄化槽汚泥の適正処理 大事業 清掃総務事業

中事業 し尿収集指導事業

事業種別 継続 関連個別計画

事業年度 無し ～ 無し 担当課・担当課長・Tel 浄化衛生課 原田

業

　純宏 435-1067

事業実施の根拠法令 廃棄物の処理及び清掃に関する法律 関連課

１　事業内容
（「誰・何」をどういう状態にするための事業か） 全体事業概要

事
業
目
的

一般廃棄物（

チ

し尿及び浄化槽汚泥）の適正処理に関する指導・監督を し尿処理は市の責務であるため、総括的な指導・監督を行い、し尿の適正な処理を図る。

行う。

事
業
内
容

令和04年度 令和05年度 令和06年度 令和07年度 令和08

ェ

年度

し尿適正処理に関する指導監 し尿適正処理に関する指導監 し尿適正処理に関する指導監 一般廃棄物（し尿）収集運搬 一般廃棄物（し尿）収集運搬

督を行った。 督を行った。 督を行った。 業及び浄化

事

槽清掃業の許可及 業及

ッ

務

び浄化槽清掃業の許可

事

及

び指導に関する事。

業

び指導に関する事。

浄

N

化槽設置届の受理、維

o

持管 浄化槽設置届の受

事

理、維持管

理に関する

業

事。 理に関する事。

浄

名

化槽保守点検業者に関

[

する 浄化槽保守点検業

事

者に関する

事。 事。

ク

業基本情

２　事

報

業コスト

事業費等（千

]

円）
令和04年度 令和

1

05年度 令和06年度

6

令和07年度 令和08

し

年度

当初予算 決算 当初

尿

予算 決算 当初予算 決算

シ

収

当初予算 決算 計画 決算

集

事業費 7,804 4,

指

997 7,443 5,

導

677 7,260 4,

事

625 7,294 0 7

業

,294 0

伸び率（％

事

） △2.5% △16.

業

6% △4.6% 13.

区

6% △2.5% △18

分

.5% 0.5% △10

ー

(

0% 0% 0%

人件費
正

1

規職員 13,575 1

)

3,343 13,39

事

1 12,534 13,

業

481 12,779 1

経

3,325 0 13,3

費

25 0

正規職員以外 0

○

0 0 0 0 0 0 0 0 0

小

管

計 13,575 13,

理

343 13,391 1



性]事業手段は妥当か ○ 現行の手段でよい 一部見直しが必要 見直しが必要

[妥当性]官民の役割は妥当か ○ 市が行うべき 他の主体との協働も可能 市が行う必要性は薄れている

[妥当性]緊急的に取り組む必要はあるか 急いで取り組む ○ 中長期的に取り組む 緊急性は薄い

[有効性]更に効果が期待できるか できる ○ あまりできない できない

[有効性]成果目標はどの程度達成しているか 達成している（90%以上） ○ おおむね達成（70～90%未満） 達成していない（70%未満）

[有効性]上位施策への貢献度 重要かつ高い貢献度がある 一定の貢献度がある ○ 貢献度は低い

[効率性]事業費を抑制できるか ○ できない 制約はあるが可能性はある できる

[効率性]受益者負担の見直し ○ 適正 負担は求められない 見直しが必要

５　今後の方向性（担当課評価）

事
業
内
容
の
方
向
性

充実

現状維持 ○

縮小

廃止

ゼロ 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

一般廃棄物（し尿）収集運搬業者･浄化槽清掃業者、２２業者の一般廃棄物（し尿及び浄化槽汚泥に限る）の適正処理に関

する指導監督を行う。

担当課評価の根

４

拠

現在、水害適用の雨

　

量基準は、１時間に３

事

０ｍｍ、３時間に５０

業

ｍｍ、又は日量１００

の

ｍｍに達したとき水害

評

適用の減免を

実施して

価

いるが、治水事業も進

評

捗し浄化槽世帯も増加

価

したため、今後は制度

基

の有効性を考慮し、逐

準

次、見直しを図ってい

[

き

たい。

また、２年毎

妥

の許可更新時に業者の

当

評価を客観的に行える

性

資料の１つとして、苦

]

情等の種類別一覧を作

事

成し業者指導等に活

見

業

直し・改善内容 用する

の

予定。

ニーズはあるか 増加している ○ 横ばい 減少している

[妥当



事務 ト

1

897 11,528 1

)

1,761 0 11,7

事

61 0

国庫支出金 0 0

業

0 0 0 0 0 0 0 0

県支

経

出金 0 0 0 0 0 0 0 0

費

0 0

市　　債 0 0 0 0

○

0 0 0 0 0 0

そ の 

管

他 0 0 0 0 0 0 0 0 0

理

0

一般財源（税等） 7

経

,316 7,313 7

費

,316 7,183 7

[

,443 7,341 7

長

,443 0 7,443

期

0

所要人数 正規職員 1

総

.05 1.03 1.0

合

3 0.96 1.04 0

計

.99 1.02 0.0

画

0 1.02 0.00

（

]

人） 正規職員以外 1.

そ

81 1.81 1.81

の

1.81 1.81 1.

他

82 1.82 0.00

分

1.82 0.00

主な

野

予算内訳
環境サービス

別

センター業務運営交付

目

金　7,443千円

標 ４
誰

３　目標

も

及び実績
指標名 単位 令

が

和04年度 令和05年

安

度 令和06年度 令和0

心

7年度 令和08年度

活

し

動
指
標

し尿汲取口座振

て

替制度の周知
件

目標値

住

1000 1000 10

み

00 1000 1000

続

実績値 742 580 5

け

39

達成度(%) 74

ら

.2% 58.0% 53

れ

.9% % %

目標値

実績

る

値

達成度(%)

成
果
指

持

標

し尿汲取及び浄化槽

続

清掃料金口座振替登録

可

件数
件

目標値 8300

能

8800 9200 96

な

00 9600

実績値 8

ま

757 9160 951

ち

0

達成度(%) 105

事

.5% 104.1% 1

業

03.4% % %

目標値

区

実績値

達成度(%)

分(2)
自治事務 ○ 法定受託事務

その他

政　策 ３
豊かな暮らしを支える住環境の整備 会計 一般会計

款 衛生費

事

施　策 ４
生活排水対策の推進 会計・ 項 清掃費

予算区分 目 清掃総務費

取組方針 ５
し尿及び浄化槽汚泥の適正処理 大事業 清掃総務事業

中事業 環境サービスセンター業務運営事業

事業種別 継続 関連個別計画

事業年度 無し ～ 無し 担当

業

課・担当課長・Tel 浄化衛生課 原田　純宏 435-1067

事業実施の根拠法令 関連課

１　事業内容
（「誰・何」をどういう状態にするための事業か） 全体事業概要

事
業
目
的

口座振替制

チ

度により市民サービスを向上させる。 し尿汲取手数料及び浄化槽清掃料金の口座振替制度を構築し市民サービスを向上させるとともに、汲取料

金の明確化を図る。

事
業
内
容

令和04年度 令和05年度 令和06年度 令和07年

ェ

度 令和08年度

口座振替制度により市民の利 口座振替制度により市民の利 口座振替制度により市民の利 環境サービスセンター業務運 環境サービスセンター業務運

便性を確保し、し尿汲取手数 便性を確保

事

し、し尿汲取手数 便性

ッ

務

を確保し、し尿汲取手

事

数 営交付金の交付 営交

業

付金の交付

料及び浄化

N

槽清掃料金の明確 料及

o

び浄化槽清掃料金の明

事

確 料及び浄化槽清掃料

業

金の明確

化を図った。

名

化を図った。 化を図っ

[

た。

事

ク

業基本

２　事業コスト

事業費

情

等（千円）
令和04年

報

度 令和05年度 令和0

]

6年度 令和07年度 令

3

和08年度

当初予算 決

2

算 当初予算 決算 当初予

9

算 決算 当初予算 決算 計

環

画 決算

事業費 7,31

シ

境

6 7,313 7,31

サ

6 7,183 7,44

ー

3 7,341 7,44

ビ

3 0 7,443 0

伸び

ス

率（％） 0% 0% 0%

セ

△1.8% 1.7% 2

ン

.2% 0% △100%

タ

0% 0%

人件費
正規職

ー

員 8,145 7,99

業

0 8,019 7,47

ー

務

4 8,104 7,71

運

5 7,948 0 7,9

営

48 0

正規職員以外 3

事

,781 3,781 3

業

,785 3,785 3

事

,793 3,813 3

業

,813 0 3,813

区

0

小計 11,926 1

分

1,771 11,80

(

4 11,259 11,



性]事業手段は妥当か ○ 現行の手段でよい 一部見直しが必要 見直しが必要

[妥当性]官民の役割は妥当か ○ 市が行うべき 他の主体との協働も可能 市が行う必要性は薄れている

[妥当性]緊急的に取り組む必要はあるか 急いで取り組む 中長期的に取り組む ○ 緊急性は薄い

[有効性]更に効果が期待できるか ○ できる あまりできない できない

[有効性]成果目標はどの程度達成しているか ○ 達成している（90%以上） おおむね達成（70～90%未満） 達成していない（70%未満）

[有効性]上位施策への貢献度 ○ 重要かつ高い貢献度がある 一定の貢献度がある 貢献度は低い

[効率性]事業費を抑制できるか ○ できない 制約はあるが可能性はある できる

[効率性]受益者負担の見直し ○ 適正 負担は求められない 見直しが必要

５　今後の方向性（担当課評価）

事
業
内
容
の
方
向
性

充実

現状維持 ○

縮小

廃止

ゼロ 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

し尿汲取手数料及び浄化槽清掃料金において、共働き世帯など希望者から申請のあった口座振替制度の利用により料金の適

正化、明確化が図られており、利用者

４

及び業者にも定着して

　

いる状況であるため事

事

業内容及びコストの関

業

係から現状維持し

てい

の

く。

担当課評価の根拠

評

現在、交付金事業によ

価

り、し尿汲取手数料及

評

び浄化槽清掃料金の口

価

座振替サービス業務を

基

金融関係経験者等で行

準

っている状

況であるが

[

、引き続き環境サービ

妥

スセンターの業務を通

当

じて、口座振替希望者

性

に料金の適正かつ明確

]

化を促し、市民サービ

事

スの充実を図っていく

業

。

見直し・改善内容

のニーズはあるか ○ 増加している 横ばい 減少している

[妥当


